
R5事務事業・組織対応表（R4実施事業）

施策名【行財政経営】

1.市民の力
が生きる地
域社会の実
現

3.行財政経
営

（1） 計画的・効率的な行
政経営 7131-1 1 市民生活支援事業 総務課 総務係 簡易

7131-2 2 市庶務事業 総務課 総務係 簡易

7131-3 3
議案等調製・各種議会関係
調整事務

総務課 文書法規係 簡易

7131-4 4 秘書事業 秘書課 秘書係 簡易

7131-5 5 部長会議開催事業 秘書課 秘書係 簡易

7131-6 6 市長の資産公開事業 秘書課 秘書係 簡易

7131-7 7 政策調査事務 企画課 企画調整係 簡易

7131-8 8 組織機構管理事業 総務課 人事係 簡易

7131-9 9 総合計画推進事業 企画課 企画調整係 簡易

7131-10 10 行政改革推進事業 企画課 行政改革係 簡易

7131-11 11 市民満足度調査事業 企画課 行政改革係 簡易

7131-12 12 行政評価システム運用事業 企画課 行政改革係 簡易

7131-13 13
統計情報整備・利用促進事
業

情報政策課 統計係 通常

7131-14 14 統計調査員事業 情報政策課 統計係 通常

7131-15 15 基幹統計調査事業 情報政策課 統計係 簡易

7131-16 16 住民基本台帳事務事業 市民課 市民戸籍係 簡易

7131-17 17 戸籍事務事業 市民課 市民戸籍係 簡易

7131-18 18 外国人在留等事務事業 市民課 市民戸籍係 簡易

7131-19 19 出張所管理運営事業 市民課 市民戸籍係 通常

7131-20 20 証明書コンビニ交付事業 市民課 市民戸籍係 通常

7131-21 21 臼田市民生活支援事業 臼田支所 総務税務係 簡易

7131-22 22 臼田総合窓口案内事業 臼田支所 市民係 通常

7131-23 23 臼田住基・戸籍窓口事業 臼田支所 市民係 簡易

7131-24 24 臼田外国人在留等事務事業 臼田支所 市民係 簡易

係
管理
方法

備考章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

事
業
数

事務事業 課
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R5事務事業・組織対応表（R4実施事業）

1.市民の力
が生きる地
域社会の実
現

3.行財政経
営 7131-25 25 浅科市民生活支援事業 浅科支所 総務税務係 簡易

7131-26 26 浅科総合窓口案内事業 浅科支所 市民係 通常

7131-27 27 浅科住基・戸籍窓口事業 浅科支所 市民係 簡易

7131-28 28 浅科外国人在留等事務事業 浅科支所 市民係 簡易

7131-29 29 望月市民生活支援事業 望月支所 総務税務係 簡易

7131-30 30 望月総合窓口案内事業 望月支所 市民係 通常

7131-31 31 望月住基・戸籍窓口事業 望月支所 市民係 簡易

7131-32 32 望月外国人在留等事務事業 望月支所 市民係 簡易

7131-33 33
工事・委託業務の検査、評
定、安全管理事業

会計課 検査係 簡易

7131-34 34 検査用機器管理事業 会計課 検査係 簡易

7131-35 35 議員活動支援事業 議会事務局 総務係 簡易

7131-36 36 議員報酬等支給事業 議会事務局 総務係 簡易

7131-37 37 議会運営支援事業 議会事務局 議事調査係 簡易

7131-38 38 議会広報広聴事業 議会事務局
総務係・
議事調査係

簡易

7131-39 39 選挙管理委員会運営事業
選挙管理委
員会事務局

選挙係 簡易

7131-40 40
政治・選挙に係る常時啓発事
業

選挙管理委
員会事務局

選挙係 簡易

7131-41 41 選挙の適正執行事業
選挙管理委
員会事務局

選挙係 簡易

7131-42 42 監査委員事務局運営事業
監査委員事
務局

監査係 簡易

7131-43 43 公平委員会運営事業
公平委員会
事務職員

簡易

（2） 計画的・効率的な財
政経営 7132-1 44 予算管理事業 財政課 財政係 簡易

7132-2 45 財源管理等事業 財政課 財政係 簡易

7132-3 46 財政状況分析事業 財政課 財政係 簡易

7132-4 47 財政状況等の公表事業 財政課 財政係 簡易

7132-5 48 公有財産管理事業 財政課 管財係 通常

7132-6 49 庁舎維持管理事業 財政課 管財係 通常

7132-7 50 公用車維持・運行管理事業 財政課 管財係 通常

事務
事業
コード

7.ひとと地
域の力が
生きる協働
と交流のま
ちづくり

事
業
数

事務事業 課 係
管理
方法

章 節 施策 主要施策 備考



R5事務事業・組織対応表（R4実施事業）

1.市民の力
が生きる地
域社会の実
現

3.行財政経
営

（2） 計画的・効率的な財
政経営 7132-8 51 市税賦課事業 税務課 市民税係 簡易

7132-9 52
市県民税関係証明書等発行
事業

税務課 市民税係 簡易

7132-10 53
固定資産評価審査委員会運
営事業

固定資産評
価審査委員
会

簡易

7132-11 54 課税客体評価事業 税務課 資産税係 簡易

7132-12 55
固定資産税・都市計画税等
賦課事業

税務課 資産税係 簡易

7132-13 56 地籍図管理・発行事業 税務課 資産税係 簡易

7132-14 57
固定資産税関係証明書等発
行事業

税務課 資産税係 簡易

7132-15 58 収納管理事業 収税課 管理係 通常

7132-16 59 納税関係証明書発行事業 収税課 管理係 簡易

7132-17 60 滞納整理事業 収税課 収税係 通常

7132-18 61 臼田税関係窓口事業 臼田支所 総務税務係 簡易

7132-19 62 浅科税関係窓口事業 浅科支所 総務税務係 簡易

7132-20 63 望月税関係窓口事業 望月支所 総務税務係 簡易

7132-21 64 例月検査・決算調製事業 会計課 経理係 簡易

7132-22 65 出納管理 会計課 経理係 簡易

7132-23 66 公金管理 会計課 経理係 簡易

7132-24 67 会計審査支払事務 会計課 審査係 簡易

7132-25 68 コスト縮減対策事業 会計課 検査係 簡易

7132-26 69 浅科支所整備事業 浅科支所 総務税務係 通常

7132-27 70 証明書コンビニ交付事務 税務課 市民税係 通常
令和4年度新規
事業

（3） 適正な人事管理と
職員能力発揮 7133-1 71 職員人事管理事業 総務課 人事係 簡易

7133-2 72 職員人事評価事業 総務課 人事係 簡易

7133-3 73 職員給与支給事業 総務課 人事係 簡易

7.ひとと地
域の力が
生きる協働
と交流のま
ちづくり

章 節 施策 主要施策
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コード
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R5事務事業・組織対応表（R4実施事業）

1.市民の力
が生きる地
域社会の実
現

3.行財政経
営

（3） 適正な人事管理と
職員能力発揮 7133-4 74 職員人材育成事業 総務課 人事係 簡易

7133-5 75 職員福利厚生事業 総務課 人事係 簡易

7133-6 76
職員安全・健康・育児支援事
業

総務課 人事係 簡易

（4） 入札・契約の適正化

7134-1 77 契約業務 契約課 契約係 簡易

7134-2 78
物品等購入適正化・効率化
事業

契約課 用度係 簡易

(5) 地元企業優先発注
の推進

7134-1～2で実
施

7.ひとと地
域の力が
生きる協働
と交流のま
ちづくり

章 節 施策 主要施策 備考課 係
管理
方法

事務
事業
コード

事
業
数

事務事業



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市民生活支援事業 事務事業コード 7131-1

担　当 総務 部 総務 課 総務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

国・県・市等の行政施策を市民に周知し、行政サービスの提供を図るとともに、住みやすいまちづくりとよ
り良い社会づくりに向けた相談体制が整うことで、地域の活性化が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・国から委嘱された佐久地区担当行政相談員と連携し、定期に行われる行政相談所の開設に協力
・一日合同行政相談所の開設に協力
・司法書士会等の関係団体との連携により、相談実施内容を広報に掲載

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

685 685

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

680 685

財源合計

680

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市庶務事業 事務事業コード 7131-2

担　当 総務 部 総務 課 総務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各部署全体に係る事務事業が、円滑で適正に執行されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・公印の保管と適切な使用管理、及び新調、廃止等
・儀式、祭典の開催
・安全運転意識向上のための事業
・宿日直の管理と宿日直に関する事務
・部課長会議の開催
・前年度以前の国庫支出金等の返還事務
・賠償金の支払事務
・議会答弁書等の取りまとめ
・各部課等における異議申立、訴訟、訴願、及び和解に関すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

7,878 7,878

1.15 人 7,820

0 時間

165,643 208,364 6,692

時間 0

14,570

0

1.15 人 7,878 1.15 人 7,878

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

155 150

173,305 216,087 14,420

158

173,463 216,242 14,570

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

173,463 216,242

財源合計

7,820

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 議案等調製・各種議会関係調整事務 事務事業コード 7131-3

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

議決機関である議会に対し、議案や各種報告書類を提出し、審議に付することで、公正な行政を確保
し、市民の意思を尊重したより良い市政の実現を図る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）提出議案の照会・確認・審査・補正・調製
（２）議会に提出された請願書・陳情書への対応
（３）地方自治法等法令により議会へ提出する報告書類（事故専決処分、出資法人経営状況、
　　　繰越明許費ほか）のとりまとめ
（４）議会全員協議会の開催に係る連絡調整

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

6,508 6,508

0.95 人 6,460

0 時間

3,507 3,676 3,722

時間 0

10,230

0

0.95 人 6,508 0.95 人 6,508

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

102 106

9,865 10,082 10,124

102

9,967 10,184 10,230

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

9,967 10,184

財源合計

6,460

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 秘書事業 事務事業コード 7131-4

担　当 総務 部 秘書 課 秘書 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市長公約の実現に向けて、市長・副市長の円滑な公務遂行を補助することにより、効率的な市政運営が
はかられている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市長、副市長の日程調整及び市長日程の公開
・市長交際費の公開
・渉外業務
・随行等の業務、市長車、副市長車の運転業務
・全国市長会、北信越市長会、長野県市長会、全国青年市長会に関する業務

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

24,660 24,660

3.60 人 24,480

0 時間

3,733 6,825 9,572

時間 0

34,232

0

3.60 人 24,660 3.60 人 24,660

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

28,213 31,485 34,232

0

28,213 31,485 34,232

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

28,213 31,485

財源合計

24,480

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,380 2,398

財源合計

2,380

0 0

2,380 2,398 2,398

0

2,380 2,398 2,398

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

2,398

0

0.35 人 2,398 0.35 人 2,398

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,398 2,398

0.35 人 2,380

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

部長会議の開催により、市の課題や方針について共通認識を持ち、更に会議内容が各部課に報告され
る事により、市民ニーズに対応した行政運営が図られる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・毎月2回（1日、15日頃）、市長、副市長、教育長、各部長、秘書課長により会議を開催する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 部長会議開催事業 事務事業コード 7131-5

担　当 総務 部 秘書 課 秘書 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

340 343

財源合計

340

0 0

340 343 343

0

340 343 343

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

343

0

0.05 人 343 0.05 人 343

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

343 343

0.05 人 340

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市長の資産等を公開することにより、政治倫理が確立され、市政の健全な発展に資することが出来てい
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・「政治倫理確立のための佐久市長の資産等の公開に関する条例」に基づき、毎年度報告書を作成して
閲覧に供する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市長の資産公開事業 事務事業コード 7131-6

担　当 総務 部 秘書 課 秘書 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

3,082 7,019

財源合計

2,720

0 0

3,082 7,019 7,208

0

3,082 7,019 7,208

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

7,208

0

1.00 人 6,850 1.00 人 6,850

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,850 6,850

0.40 人 2,720

0 時間

362 169 358

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

21

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市長の公約の実現に向け、新たな政策の策定にあたり、市長が的確な判断を行うための必要な調査及
び資料作成を行う。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・新たな政策・施策に関する調査及び資料の作成
・その他の市長の特命事項の調査等

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 5 年度

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 政策調査事務 事務事業コード 7131-7

担　当 企画 部 企画 課 企画調整 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 組織機構管理事業 事務事業コード 7131-8

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

その時代の事務事業に対応した、適切な組織機構や定員管理が行われ、効率的な行政運営が実現さ
れている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・簡素で効率的な組織体制を維持するため、また、事業内容や時代のニーズに対応するために、組織機
構の見直しを継続的に行う。
・各課から組織機構の見直し調書の提出を受け、ヒアリングを実施する。
・その後、関係部署と調整のうえ、原案を作成し、行政改革推進本部会議及び部会で協議し、見直し案を
決定する。
・例規の改正が必要なものは、法規審査委員会に改正案を提出し、その内、条例の改正が必要なもの
は議会の議決を得る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

2,740 2,740

0.40

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

人 2,720

0 時間

169 170 75

時間 0

2,815

0

0.40 人 2,740 0.40 人 2,740

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

2,889 2,910 2,815

0

2,889 2,910 2,815

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

2,889 2,910

財源合計

2,720

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

31,845 55,013

財源合計

26,860

0 0

31,845 55,013 59,426

0

31,845 55,013 59,426

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

59,426

0

2.20 人 15,070 2.20 人 15,070

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

15,070 15,070

3.95 人 26,860

0 時間

4,985 39,943 44,356

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

総合計画・新市建設計画により、総合的なまちづくりの方向性が計画になり、各種事業を効率的かつ計
画的に実施する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・総合計画の将来都市像実現のため、短期計画（計画期間3年）となる実施計画を毎年ローリングして作
成する。また、総合計画は基本構想・基本計画を10年間として策定しているため、期間終了前に次期総
合計画を策定するとともに、社会情勢や市民ニーズなどの変化に対応するため、基本計画を必要に応じ
（５年を目途）見直しする。
なお、総合計画の進行管理については、総合計画審議会において審議し、それらに基づき計画の見直し
を実施する。総合計画に基づく各種プロジェクトや特命事項について調査立案し、事業化に向けた調整
を行う。
・ふるさとづくり基金、緑化基金、地域振興基金については事業費から除く。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 5 年度

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 総合計画推進事業 事務事業コード 7131-9

担　当 企画 部 企画 課 企画調整 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,145 7,209

財源合計

6,800

0 0

7,145 7,209 7,647

0

7,145 7,209 7,647

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

7,647

680

0.90 人 6,165 0.90 人 6,165

567 時間 680 567

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,845 6,919

0.90 人 6,120

567 時間

345 364 728

時間 754

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

行政が自らを常に検証し、課題を克服するための改革を推進する。その結果としてサービスの向上とと
もに、計画的で効率的な「行政経営」の実現を目指す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・佐久市行政改革行動計画の進捗状況の確認及び計画改訂
・事務事業の外部評価の実施
・職員提案制度による行政事務の改善
・広報への広告掲載、広告付き窓口用封筒等、自主財源の確保を目的とした広告事業の実施

（委員会関係）
・佐久市行政改革推進委員会の開催（外部委員で構成。行政改革に関する重要事項について審議）
・佐久市行政改革推進本部・調整会議・部会の開催（内部委員で構成。行政改革に関する重要事項につ
いて審議）

5 年度※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 行政改革推進事業 事務事業コード 7131-10

担　当 企画 部 企画 課 行政改革 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

　　

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市民満足度調査事業 事務事業コード 7131-11

担　当 企画部 部 企画 課 行政改革 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民のニーズに応じた市政を行うため、市政に対する市民の満足度やニーズを把握する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

市民満足度と重要度に関するアンケート調査を実施し、継続して市民ニーズを把握し、行政評価や各種
計画等に反映する。
※平成22年度から
アンケート調査の企画設計・発送（市で実施）、集計分析（主に委託により実施）を行い、市民を対象（対
象人数は実施年度により設定）として、市が行う施策の現状に対する評価（満足度）とこれからの施策の
必要性（重要度）に関するアンケート調査を実施する。

【調査実施年度】
平成22年度、平成24年度、平成26年度、平成28年度、平成30年度、令和元年度からは毎年度

【調査内容の変更等】
・平成22年度・・・第一次佐久市総合計画後期基本計画策定に伴い、「総合計画推進事業」（企画
　　　　　　　　　　　調整係）内で実施。
・平成24年度・・・通常の調査内容に加えて、世界最高健康都市に関する調査項目を追加して設定。
・平成30年度・・・第二次佐久市総合計画前期基本計画の体系に合わせ、質問項目名を修正。
　　　　　　　　　　　また、「地球温暖化対策」を質問項目に追加。
・令和2年度・・・第二次佐久市総合計画後期基本計画策定に伴い、「総合計画推進事業」（企画
　　　　　　　　　　　調整係）内で実施。
・令和3年度・・・「少子化対策・母子保健」を「少子化対策」及び「母子保健」の2項目に分離

5 年度※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

1,733 1,733

0.20 人 1,360

273 時間

716 624 727

時間 363

2,460

328

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

273 時間 363 273

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

2,404 2,357 2,460

0

2,404 2,357 2,460

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

2,404 2,357

財源合計

1,688

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 行政評価システム運用事業 事務事業コード 7131-12

担　当 企画 部 企画 課 行政改革 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

職員一人ひとりの意識を向上させるとともに、行政の活動状況を市民と共有し、効果的・効率的な行政
経営を行う。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市の業務を、施策－事務事業というそれぞれのレベルごとに業績を測定し評価する。
・組織風土や職員の意識改革を促し、既存の行政構造を変革するため、「佐久市行政評価システム」を
構築・運用する。
・約560項目の事務事業評価と、約50項目の施策評価を実施し、各所管課で事業等の見直しに活用す
る。

・各課等から提出されたシートを取りまとめ、「行政改革推進事業」における事務事業外部評価を実施す
るための資料として使用する。
・市民に対する説明責任と、情報公開を推進する観点から、評価シートを佐久市ホームページで公表す
る。

5 年度※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

4,438 4,438

0.60 人 4,080

273 時間

104 82 107

時間 328

4,545

328

0.60 人 4,110 0.60 人 4,110

273 時間 328 273

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

4,512 4,520 4,545

0

4,512 4,520 4,545

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,512 4,520

財源合計

4,408

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,081 1,377

財源合計

2,040

0 0

2,081 1,377 1,420

0

2,081 1,377 1,420

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,420

0

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,370 1,370

0.30 人 2,040

0 時間

41 7 50

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民は、常に最新の統計情報を得て佐久市の実情を把握し、地域の活動等に役立てている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・各種統計情報を市公式ホームページへ公開している。
・各課・関係機関の協力を得て、所管する最新データを提供いただき、毎年度「佐久市の統計書」及びダ
イジェスト版となる「統計のしおり」を作成し、市公式ホームページへ公表している。
・「佐久市統計のしおり」はリーフレットを作成し、来庁者（希望者）等に配布している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 統計情報整備・利用促進事業 事務事業コード 7131-13

担　当 企画 部 情報政策 課 統計 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

250

250

100

単位

250

250 250

令和 3 令和 5 年度

令和 4

「佐久市の統計書」
更新項目数

％ 達成率

項

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

250 250

100

250

250

・市公式ホームページの「統計情報」中、「佐久市の統計書」、「佐久市の人口データ（行政区別・5歳階級
別）」、「佐久市統計のしおり（電子データ版）」、「各種統計調査の結果」の更新を行った。
・「佐久市統計のしおり」はリーフレットの形での提供をやめ、ホームページを利用した電子データでの提
供に変更することにより印刷製本に係る費用と手間を削減することができた。（希望者にはホームページ
と同じものを印刷したもので対応）
・佐久市の人口データ（行政区・エリア・年齢）をオープンデータ化した。

基幹統計調査結果及び市の各種統計資料について、常に最新情報を市公式ホームページ
をもって提供するため、市の関与が必要である。

100 100

目標

実績

250

今後の
取組方針

・統計情報を精査し、公開項目を増やす等、利用しやすいデータの提供に努める。
・情報や統計等のデータを活用するため、客観的な証拠に基づく現状分析とオープンデータ化を図る。

単位

項
実績

目標

事業の
課題

・提供する統計情報の見直しを行い、利用しやすいデータを提供していく必要がある。
・データに基づく政策立案のため現状分析とオープンデータ化が必要である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

「佐久市の統計書」
更新項目数

～令和 年度 令和 年度

例年どおり更新できた。
「佐久市の統計書」に市民経済計算の項を追加した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,386 1,396

財源合計

1,360

26 26

1,361 1,370 1,370

25

1,386 1,396 1,396

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,396

0

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,370 1,370

0.20 人 1,360

0 時間

26 26 26

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 統計法（H19.5.23法律第53号）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常 長野県統計調査員確保対策事業委託要綱

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各種統計調査において、期限内に、より精度の高い調査ができるよう、調査員の確保と養成ができている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・統計調査員台帳を整備管理し、常に調査員の確保に努めている。
・国勢調査、農林業センサスなどの大規模な調査において、大勢の調査員の確保が必要な場合は、各
区長に調査員の推薦依頼をし、地域に精通した調査員の確保に努めている。
・調査に当たり、事前説明会を開催し研修を行っている。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 統計調査員事業 事務事業コード 7131-14

担　当 企画 部 情報政策 課 統計 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

85

80

106.3%

単位

75

75 105

令和 3 令和 5 年度

令和 4

調査員・指導員の
依頼人数

％ 達成率

人

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

4 6

100.0%

5

4

令和４年就業構造基本調査と令和５年住宅・土地統計調査単位区設定を実施。

地域に精通した調査員等の確保に努め、養成を行うために、市の関与が必要である。

125.0% 75.0%

目標

実績

3

今後の
取組方針

・調査経験者の中から責任感のある調査員の確保に努める。
・調査員確保のために、経験者や紹介以外にホームページを使って広く募集を行っていく。
・若い世代の意欲がある調査員の確保・養成に努める。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

・調査員等の依頼については、任命権者である国または県の方針による。
・高齢化等による登録調査員の減少を補うため、新規登録調査員の確保が必要である。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

新規登録調査員の
確保人数

～令和 年度 令和 年度

令和４年度実施の調査において、国の基準どおりの調査員等の確保ができ、全ての統計調
査を無事に終えることができた。
登録調査員として新規登録した調査員が目標を上回る人数を確保できなかった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

15,806 13,192

財源合計

11,805

2,291 8,025

10,509 10,901 10,816

5,297

15,806 13,192 18,841

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

18,841

1,605

1.60 人 10,960 1.60 人 10,960

0 時間 0 996

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,960 12,191

1.50 人 10,200

1206 時間

4,001 2,232 6,650

時間 1,231

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現
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事業の性質 義務的自治事務（定型） 統計法（H29.5.23法律第53号）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民は、基幹統計調査の重要性を理解し、精度の高い調査結果を見出している。また、その結果が市民
生活をはじめ、各種行政施策に生かされている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・国からの委託事業として、基幹統計調査毎に統計調査員等を確保し、調査員等説明会を行う。その
後、国で指示された調査方法により調査を実施する。市においては、回収された調査票を指導員ととも
に審査し、県を通じて国に提出する。
・調査員、指導員は原則市民の方にお願いしている。
・指導員は、調査の種類によっては市職員に依頼する場合もある。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 基幹統計調査事業 事務事業コード 7131-15

担　当 企画 部 情報政策 課 統計 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

95,477 68,761

財源合計

52,106

28,774 37,363

40,893 39,987 35,279

54,584

95,477 68,761 72,642

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

72,642

8,586

6.90 人 47,265 5.70 人 39,045

5574 時間 9,253 9390

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

56,518 56,703

6.40 人 43,520

7032 時間

43,371 12,243 15,939

時間 17,658

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市印鑑条例

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

住民基本台帳法等に基づき、居住関係を正確に記録し、住民票の写しや印鑑登録証明書などの各種証
明書の発行、交付などの事務を適正に行うことにより、市民の利便性の向上と福祉の増進を図る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

住民基本台帳に関する居住関係の届け出を受理し、住民に関する正確な記録・管理を行う。
住民基本台帳、印鑑登録に基づく住民票の写しや印鑑登録証明書等の発行及び交付を行う。
マイナンバーの付番、マイナンバーカードの交付等を行う。

日本人・外国人の転入、転出など住民記録に関する届出の受付及びデータ入力。
印鑑登録に関する各種申請の受付及びデータ入力。
住民票の写し、印鑑登録証明書等の発行及び交付。
住民基本台帳ネットワークシステムによる転入転出確認及び戸籍附票データの入力。
出生等によるマイナンバーの新規付番、マイナンバーカードの交付。

住民基本台帳システムの運用、保守は委託する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 住民基本台帳事務事業 事務事業コード 7131-16

担　当 市民健康 部 市民 課 市民戸籍 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名

担　当

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度5

施策 3.行財政経営

事業の性質 法定受託事務

実施方法

管理方法 簡易

38,929 36,150

4.90 人 33,320

1458 時間

18,812 24,385 18,297

時間 3,955
コ
ス
ト

53,882 63,314

35,070

年度 令和

54,447

1,750

5.40 人 36,990 4.70 人 32,195

1458 時間 1,939 2974

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

24,406 18,297

34,982 38,908 36,150

18,900

53,882 63,314 54,447

特定財源（国・県支出金等）

一般財源
財源
内訳

財源合計

事業費

戸籍法

戸籍に関する届け出に基づき、本籍人の出生から死亡に至るまでの親族的身分関係を正確に記載する
とともに、戸籍に関する各種証明書の交付などの事務を適正に行うことにより、市民の利便性の向上を
図る。

戸籍に関する届け出を受理し、戸籍簿への記載・管理を行う。
戸籍に関する諸証明書の発行及び交付を行う。

出生、死亡、婚姻、離婚、養子縁組などの戸籍に関する届出書受理及び戸籍データ入力処理。
戸籍謄抄本、受理証明等の発行及び交付。
郵送による戸籍の謄抄本の請求受付、郵送による交付。

令和元年11月から、佐久地域定住自立圏構成12市町村による「戸籍システム共同利用」を開始し、圏域
における経費削減や事務の省力化を図る。
①第1グループ　〔令和元年11月利用開始〕：佐久市ほか6市町村
①第2グループ　〔令和3年11月利用開始〕　：5町村

戸籍事務事業 事務事業コード 7131-17

市民健康 部 市民 課 市民戸籍 係 事業開始年度 平成 17

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

法定根拠

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 外国人在留等事務事業 事務事業コード 7131-18

担　当 市民健康 部 市民 課 市民戸籍 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

住民基本台帳法及び出入国管理及び難民認定法に基づく登録事務を適正に行い、外国人住民の居住
関係を登録、住民票の写しや印鑑登録証明書などの各種証明書の発行、交付などの事務を適正にを行
うことにより、外国人住民の利便性の向上と福祉の増進を図る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

出入国管理及び難民認定法に基づき、外国人の住居地の届出に係る事務及び法務省・市双方での
データ送受信等により外国人住民の情報管理事務を行う。
　・外国人住民の居住地変更等届出に伴い「特別永住者証明書」又は「在留カード」に変更事項の記載
を行うとともに、出入国在留管理庁へ変更内容についてデータで報告を行う。
　・出入国在留管理庁からの在留資格更新等のデータ取得を毎日行い、住民基本台帳へデータ入力を
行う。
　

　また、特別永住者は、今まで所有していた「外国人登録証明書」から「特別永住者証明書」への切替が
必要となることから、切替申請書の受付を行い出入国在留管理庁へ送付、法務省発行の「特別永住者
証明書」の交付を行う。16歳以上は交付後7回目の誕生日ごと、上記と同様の更新手続きを行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 法定受託事務 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 出入国管理及び難民認定法

4,795 4,642

0.70 人 4,760

0 時間

232 269 276

時間 532

4,918

0

0.70 人 4,795 0.60 人 4,110

0 時間 0 400

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

5 5

4,987 5,059 4,913

5

4,992 5,064 4,918

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,992 5,064

財源合計

4,760

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 出張所管理運営事業 事務事業コード 7131-19

担　当 市民健康 部 市民 課 市民戸籍 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

高齢者や市役所本庁舎及び支所から遠隔地に住む市民が本庁舎又は支所まで出向くことによる負担軽
減を図るとともに、身近な行政窓口を設置することにより、市民サービスの向上と市政の円滑な運営を図
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

市内に５ヶ所の出張所を設置し、戸籍や住民票の写し等の各種証明書の交付と市税の収納などを行う
ほか、地区区長会等の事務や行政サービスに関する相談に応じている。

戸籍謄抄本、受理証明等の発行及び交付。
住民票、印鑑登録証明書等の発行及び交付。
所得証明、納税証明等、税関係証明書の発行及び交付。
市税、料金等の収納。

職員体制
浅間出張所：正職員1名、パート職員1名　　　　　　　　　　野沢出張所：正職員1名、パート職員1名
中込出張所：正職員1名、3Hパート職員1名（週3日）　　　東出張所：正職員1名
春日出張所：パート職員2名

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 佐久市支所及び出張所設置条例

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

38,208 40,902

4.10 人 27,880

6075 時間

1,455 1,212 1,424

時間 12,817

42,326

7,495

4.10 人 28,085 4.10 人 28,085

5783 時間 10,123 5783

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

36,830 39,420 42,326

0

36,830 39,420 42,326

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

36,830 39,420

財源合計

35,375

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

前年度と比較し件数の減少はみられるが、概ね目標は達成した。
[参考]令和3年度　各種証明書の発行件数（税関係を除く件数）
浅間出張所　6,643件　　野沢出張所　3,787件　　中込出張所　1,357件　　東出張所　627件
春日出張所　372件

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

マイナンバーカードの取得率と、証明書コンビニ交付サービスの利用状況等をみながら、費用対効果等を
勘案し、出張所管理運営事業の見直しを行う。

中込出張所について、「個別施設計画」により、令和8年度までに施設を用途廃止する方向性を踏まえつ
つ、事業の課題について、業務に関わる関係課とともに見直しを行っていく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

高齢者や交通弱者などの市民ニーズに配慮し、当面は現状のサービスを維持するが、ICT化、証明書コン
ビニ交付サービスの利用状況等をみながら、民間への委託や、職員配置を含めた出張所管理運営事業の
内容について見直しを行っていく必要がある。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

住民票、印鑑証明書、
戸籍等の発行件数

～令和 年度 令和

高齢化社会が進む中、市役所、各支所から離れた地域に住む高齢者や交通弱者等の市民
の利便性を確保するため、市が直接運営管理を行うことにより、市民サービスの向上につ
ながる。出張所が地区区長会の事務局を担当しており、区長との連絡調整等については市
職員が直接関与する必要がある。申請や交付等については、個人情報を取り扱うことにな
ることから、今後も市が実施すべきである。

- -

目標

実績

12,212

- -

100

12,786

-

各種証明書の発行件数（税関係を除く件数）
浅間出張所　6,418件　　野沢出張所　3,476件　　中込出張所　1,179件　　東出張所　792件
春日出張所　347件

令和 4

開所日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

242

100

単位

243

243 243

令和 3 令和 5 年度

242



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 証明書コンビニ交付事業 事務事業コード 7131-20

担　当 市民健康 部 市民 課 市民戸籍 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

佐久市内はもとより、全国のコンビニエンスストア等で、土日祝日、早朝、夜間でも住民票の写しなどの
各種証明書の取得ができることにより、市民の利便性の向上と市政の円滑な運営が図られる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

利用者証明用電子証明書が搭載されたマイナンバーカードを利用して、全国のコンビニエンスストア等に
設置されているキオスク端末（マルチコピー機）で、住民票の写しなどの証明書が取得できるサービスを
行う。

・サービス開始日：平成29年1月10日

・サービス利用可能時間：6時30分から23時まで（システム休止日を除く）

・取得できる証明書：住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄本・抄本、戸籍の附票の写し

・証明手数料：市役所の証明手数料と同額

・利用できる店舗等：セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、ミニストップ、セイコーマート、
イオンリテール、軽井沢町役場庁舎、東御市役所庁舎

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

28

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

6,508 6,641

0.90 人 6,120

258 時間

21,747 8,299 9,293

時間 476

15,934

310

0.90 人 6,165 0.90 人 6,165

258 時間 343 358

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,800 2,000

27,207 13,007 13,934

970

28,177 14,807 15,934

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

28,177 14,807

財源合計

6,430

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

サービスの周知に努め、市役所窓口でのチラシ配布、コンビニ等へのチラシ設置などにより、利用
件数を伸ばすことができた。
[参考]令和3年度　コンビニでの証明書の発行件数
　戸籍謄本　734件、　戸籍抄本　302件、　戸籍の附票の写し　132件、　住民票の写し　3,632件
　印鑑登録証明書　2,681件、　合計　7,481件　　（月平均623件）

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

コンビニ交付サービスの利用を増やすためには、マイナンバーカードの普及が不可欠であることから、カー
ド利便性の周知とともに、引き続きカードの取得促進に取り組む。

コンビニ交付サービスの利用促進を図るため、当該諸証明等交付手数料の引き下げについて、カード交付
時や、広報紙やホームページなど広報媒体による周知、チラシ配布を行うなど、様々な機会を捉えてＰＲを
実施する。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

コンビニ交付が可能な証明書発行件数のうち、コンビニ交付の占める割合は、年々増加しているが、利用
件数の更なる増加に努める。
証明書窓口交付件数に対するコンビニ交付の割合
平成28年度0.74％、　平成29年度1.34％、　平成30年度2.30％、　令和元年度3.43％、　令和2年度5.28％、
令和3年度9.83％、　令和４年度15.5％

行政サービスのデジタル化に資する取組であるコンビニ交付の割合増加は、市民の来庁が不要となるほ
か、職員の窓口業務軽減につながるため、コンビニ交付率の向上をどのようにして図るかが課題である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

住民票、印鑑証明書、
戸籍等のコンビニ交付
率（月平均）

～令和 年度 令和

利用者本人がコンビニエンスストアに設置されたキオスク端末（マルチコピー機）の画面案内に従い
操作することで、市コンピュータにコンビニから通信が届き、市が保有するデータをPDF化した証明
書がコンビニで自動交付される。人の手を介することなく自動交付されるものだが、市の保有する
データを基に証明書が発行されることから、市が保有する個人情報を保護する重要性に鑑み、市が
実施すべきである。

172 155

目標

実績

15.5

10 20

96.6

9.83

5.7

市広報紙やホームページ、ＦＭ佐久平でコンビニ交付サービスの周知を実施。チラシを作成し、市役所・支所・出張所で
配布したほか、10月には市内コンビニエンスストア48店舗、銀行や郵便局などの68店舗へチラシを設置。
また、令和5年3月24日から、証明書コンビニ交付サービスの利用促進を図るため、当該諸証明等交付手数料を50円引き
下げ、かつ特例期間として令和6年3月31日まで100～150円減額幅を拡大している。
コンビニでの証明書の発行件数
　戸籍謄本　1,189件、　戸籍抄本　537件、　戸籍の附票の写し　207件、　住民票の写し　5,828件
　印鑑登録証明書　4,105件、　合計　11,866件　　（月平均989件）

令和 4

チラシ設置店舗数
（コンビニ、銀行、郵便

局ほか）
％ 達成率

店舗

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

115

100

単位

112

116 115

令和 3 令和 5 年度

116



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田市民生活支援事業 事務事業コード 7131-21

担　当 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

国・県・市の行政施策が広く市民に周知され、行政サービスの提供が図られているとともに、住みやす
いまちづくりとより良い社会づくりに向けて、市民が提言や相談ができ地域の活性化が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・　国から委嘱された臼田地区担当行政相談委員と連携し、２ケ月に１回の行政相談所の開設に協力
 する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

総務部

人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源
財源
内訳

財源合計

事業費

臼田支所 総務税務係

コ
ス
ト

680 685

680 685 685

0.10

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,420 4,795

財源合計

4,420

0 0

4,420 4,795 4,795

0

4,420 4,795 4,795

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

4,795

0

0.70 人 4,795 0.70 人 4,795

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,795 4,795

0.65 人 4,420

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

来庁者に対し、分かりやすく親切・丁寧な案内を行うことにより、必要な窓口へスムーズに行くことができ
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・来庁した市民等に対し、必要とする窓口への案内を行う。
・市内の施設等の案内や行事等の案内を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田総合窓口案内事業 事務事業コード 7131-22

担　当 総務 部 臼田支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

242

242

100

単位

243

243 243

令和 3 令和 5 年度

令和 4

窓口案内日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

13350 12500

100

12500

12500

窓口において、来所した市民等に対し担当係への案内や施設等案内、各種受付サービス等を行った。

法令による義務付けはないが、民間が実施した場合、市全体の業務に精通した知識を得る
には研修が必要であり、市の業務についてクレームなく親切かつ丁寧な案内を行うには市
が関与する必要がある。

100 106.8

目標

実績

12500

今後の
取組方針

来庁者のニーズに速やかに応えられるよう、本庁・支所間での情報連携や広報等から必要な情報を収集
していくなど効率的な窓口運営が行われるよう検討する。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

業務案内や各種サービス、相談等の対応等について臼田地区以外からの来庁者も増え、窓口としての
ニーズは増加傾向にある。本庁と支所とにおける対応部署の相違も依然として存在する状況であるので、
市民の方がスムーズに手続きをしていただけるよう案内表示などの工夫等を引き続き検討していく。
マイナンバーカードの申請、交付、更新等での来庁者の増大により窓口の混雑時の対応を工夫する。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

窓口案内処理件数

～令和 年度 令和 年度

窓口業務は待ち受け業務であるため、数値目標は立てにくい状況であるが、概ね目標どお
りに実施することができた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

12,622 13,927

財源合計

12,622

0 0

12,622 13,927 13,927

0

12,622 13,927 13,927

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

13,927

1,742

1.75 人 11,988 1.75 人 11,988

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

13,927 13,927

1.60 人 10,880

1452 時間

0 0 0

時間 1,939

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 戸籍法

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

戸籍届出による親族関係の記録が適正に行われている。また、住所異動の届出による居住関係の記録
を正確に行うとともに、各種証明書等の発行・交付が短時間で適正に行われている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・住民基本台帳に関する届出の受理及び異動処理
・印鑑登録に関する申請の受理及び登録の処理
・戸籍に関する届出の受理（記載処理は本庁市民課）
・戸籍・住民票・印鑑登録証明書等各種証明書の発行・交付
・個人番号カードの交付等の処理
・出生等による個人番号の付番

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田住基・戸籍窓口事業 事務事業コード 7131-23

担　当 総務 部 臼田支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田外国人在留等事務事業 事務事業コード 7131-24

担　当 総務 部 臼田支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

外国人住民の居住関係及び在留期間等を適正に記録・管理し、住民票や印鑑登録証明書などを発行・
交付することにより、外国人住民の利便性の向上が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・外国人の居住に係る異動申請の受付（新規上陸、転入、転出、転居等）及び住民基本台帳入力処理
・印鑑登録申請の受付及び登録処理
・各種証明書の発行、交付
・在留カード等の変更記載申請受付
・在留期間更新に係る個人番号カードの有効期間延長処理
・特別永住者に係る有効期間更新受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 法定受託事務 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 出入国管理及び難民認定法等特例法

1,028 1,028

0.15 人 1,020

0 時間

0 0 0

時間 0

1,028

0

0.15 人 1,028 0.15 人 1,028

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

1,020 1,028 1,028

0

1,020 1,028 1,028

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,020 1,028

財源合計

1,020

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,700 1,713

財源合計

1,700

0 0

1,700 1,713 1,713

0

1,700 1,713 1,713

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,713

0

0.25 人 1,713 0.25 人 1,713

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,713 1,713

0.25 人 1,700

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

元

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　国、県、市等の行政施策を広く市民に周知され、行政サービスの提供が図られているとともに、住みや
すいまちづくりとより良い社会づくりに向けて、市民は提言や行政相談等ができ、地域の活性化が図られ
ている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

国から委嘱された浅科地区担当行政相談委員と連携し、２カ月に１回の行政相談所の開設に協力する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科市民生活支援事業 事務事業コード 7131-25

担　当 総務 部 浅科支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,428 1,439

財源合計

1,428

0 0

1,428 1,439 1,439

0

1,428 1,439 1,439

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,439

0

0.21 人 1,439 0.21 人 1,439

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,439 1,439

0.21 人 1,428

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

来庁者に、わかりやすく親切・丁寧な案内を行うことで、必要な窓口へスムーズに行くことができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・来庁した市民等に対し、必要とする窓口への案内を行う
・市内の施設等の案内や行事等の案内を行う

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科総合窓口案内事業 事務事業コード 7131-26

担　当 総　務 部 浅科支所 市　民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

242

242

100

単位

243

243 243

令和 3 令和 5 年度

令和 4

％ 達成率

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

4800 4800

100

5000

4800

来庁した市民に対し、担当係への案内・申請・相談等の受付を行った。

日常の業務と並行して行う業務であり、単体業務として民間に委託するよりもコストの軽減
が図れる。

104.2 104.2

目標

実績

5000

今後の
取組方針

来庁者のニーズに速やかに応えられるよう、本庁、支所内での情報交換、広報等の確認など必要な情報
を収集する。

単位

実績

目標

事業の
課題

市が実施している業務に対する問い合わせだけでなく、県等他の行政機関の業務等に関する問い合わせ
もある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

～令和 年度 令和 年度

数値目標を立てにくい業務であるが、概ね目標を達成できた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科住基・戸籍窓口事業 事務事業コード 7131-27

担　当 総　務 部 浅科支所 市　民 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

住民票・戸籍の異動等の届出受理や証明書の発行が正確且つ迅速に行われている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・住民基本台帳に関する届書の受理及び異動処理
・印鑑登録に関する申請及び登録
・戸籍に関する届書の受理（戸籍記載は本庁市民課）
・戸籍・住民票・印鑑登録等各種証明書の発行・交付
・個人番号カードの交付等

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 戸籍法

8,105 8,105

0.90 人 6,120

1452 時間

0 0 0

時間 1,940

8,105

1,743

0.90 人 6,165 0.90 人 6,165

1458 時間 1,940 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

7,863 8,105 8,105

0

7,863 8,105 8,105

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

7,863 8,105

財源合計

7,863

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

680 685

財源合計

680

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

685 685

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 法定受託事務 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 出入国管理及び難民認定法

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

外国人住民の居住関係及び在留期間等を適正に記録・管理し、住民票や印鑑登録証明書などを発行・
交付することにより、外国人住民の利便性の向上が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・外国人の居住に係る異動申請の受付（新規上陸、転入、転出、転居等）及び住民基本台帳入力処理
・印鑑登録申請の受付及び登録処理
・各種証明書の発行、交付
・在留カード等の変更記載申請受付
・在留期間更新に係る個人番号カードの有効期間延長処理
・特別永住者に係る有効期間更新受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科外国人在留等事務事業 事務事業コード 7131-28

担　当 総　務 部 浅科支所 市　民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,428 1,439

財源合計

1,428

0 0

1,428 1,439 1,439

0

1,428 1,439 1,439

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,439

408

0.15 人 1,028 0.15 人 1,028

340 時間 411 340

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,439 1,439

0.15 人 1,020

340 時間

0 0 0

時間 411

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　国、県、市等の行政施策が広く市民に周知され、行政サービスの提供が図られているとともに、「住み
やすいまちづくり」と「より良い社会づくり」に向けて、市民が提言や相談等を行い、地域が活性化してい
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　国から委嘱された望月地区担当行政相談員が、2ヶ月に１回、望月支所を会場に開設する行政相談に
協力する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月市民生活支援事業 事務事業コード 7131-29

担　当 総務 部 望月支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,760 1,161

財源合計

4,760

0 0

4,760 1,161 1,161

0

4,760 1,161 1,161

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,161

0

0.15 人 1,028 0.15 人 1,028

100 時間 133 100

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,161 1,161

0.70 人 4,760

0 時間

0 0 0

時間 133

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

来庁者に対し、分かり易く親切・丁寧に案内することにより、手続き等に必要な窓口、施設等にスムーズ
に行くことができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・来庁した市民等に対し、必要とする窓口への案内を行う。
・市内の施設等の案内や行事等の案内を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月総合窓口案内事業 事務事業コード 7131-30

担　当 総務 部 望月支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

244

244

100

単位

243

243 243

令和 3 令和 5 年度

令和 4

窓口案内日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

7,290 7,290

100

7,320

7,320

窓口において来庁した市民等に対し、担当係や施設等の案内、各種申請、相談等の受付を行った。

法令による義務付けはないが、民間が実施した場合、市全体の業務に精通した知識を得
るには研修が必要になると思われる。
また、クレームが生じないよう親切、丁寧、詳細な案内を行うためには市が直接実施する
必要がある。

100 100

目標

実績

7,290

今後の
取組方針

来庁者のニーズに速やかに応えられるよう、本庁・支所内での情報連携や情報共有及び広報等から必要
な情報を収集し、来庁者からの問い合わせに迅速・正確に応えられるようにする。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

市の業務以外にも県等の公共機関に関する手続きや個人的な相談も多く、来庁者全体の相談窓口として
ニーズは増加している。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

窓口案内の処理件数

～令和 年度 令和 年度

窓口業務は待ち受け業務であるため、数値目標を立てにくい状況であるが、目標どおり実
施することができた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月住基・戸籍窓口事業 事務事業コード 7131-31

担　当 総務 部 望月支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

住民異動や戸籍等の届出受理や証明書の交付が正確かつ迅速に行われている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・住民基本台帳に関する届出の受理及び異動処理
・印鑑登録に関する申請受付及び登録
・戸籍に関する届出の受理（記載処理は本庁市民課）
・戸籍・住民票・印鑑登録証明書等各種証明書の発行・交付
・個人番号カードの申請・交付及び更新等の処理

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 戸籍法

8,085 8,085

0.80 人 5,440

1452 時間

0 0 0

時間 2,605

8,085

1,743

0.80 人 5,480 0.80 人 5,480

1958 時間 2,605 1958

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

7,183 8,085 8,085

0

7,183 8,085 8,085

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

7,183 8,085

財源合計

7,183

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

680 343

財源合計

680

0 0

680 343 343

0

680 343 343

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

343

0

0.05 人 343 0.05 人 343

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

343 343

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 法定受託事務 住民基本台帳法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 出入国管理及び難民認定法

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

外国人住民の居住関係及び在留期間等を適正に記録・管理し、証明書を発行・交付することにより、外
国人住民の利便性の向上が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・外国人の居住に係る異動申請の受付（新規上陸・転入・転居・転出等）及び住民基本台帳入力処理
・印鑑登録申請受付及び登録処理
・各種証明書の発行・交付
・在留カード等の変更記載申請受付
・在留期間更新に係る個人番号カードの有効期間延長処理
・特別永住者に係る有効期間更新受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月外国人在留等事務事業 事務事業コード 7131-32

担　当 総務 部 望月支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

20,710 20,986

財源合計

19,955

0 0

20,710 20,986 20,949

0

20,710 20,986 20,949

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

20,949

1,595

2.70 人 18,495 2.70 人 18,495

1312 時間 1,745 1312

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

20,240 20,240

2.70 人 18,360

1329 時間

755 746 709

時間 1,745

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

19

事業の性質 義務的自治事務（定型） 　地方自治法234条の2

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 　地方自治法施行令167条の15

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が発注する道路等の公共施設の工事及び委託業務が事故等なく完成し、その契約が適正な履行を
確保されているか検査を行うことにより、市民が公共施設を安全安心に利用できる。また、工事・委託業
務の成績評定により、評定結果の活用による業者の適切な選定を促進し、公共施設の工事等の品質確
保に役立てる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市が発注する工事（道路、水路、学校・市営住宅等の建設）について、現場の巡回を行い契約期間中
の安全管理を指導する。
・工事のしゅん工した段階、委託業務（測量・設計等）が完了した段階等において、目的物に係る契約の
適正な履行を確認するため、契約書、仕様書、設計図面及びその他の関係書類に基づいて検査を実施
する。
・建設工事等の成績評定は、1件の契約金額が500万円以上の建設工事及び1件の契約金額が100万円
以上の建設工事に係る委託業務を評定者ごとに公正かつ的確に行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 工事・委託業務の検査、評定、安全管理事業 事務事業コード 7131-33

担　当 会計 局 会計 課 検査 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 検査用機器管理事業 事務事業コード 7131-34

担　当 会計 局 会計 課 検査 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が発注する工事で、監督員や検査員が現場管理やしゅん工検査等で使用する計測機器を適正に管
理することにより、検査等の信頼性を確保する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市が発注する工事のしゅん工検査等において使用する機器の適正な管理を行う。
・現場管理等必要に応じて関係各課に機器の貸し出しを行う。
・機器の管理は、計測機器管理規程により保守管理を行い、各計測機器の適正な制度を確保するため
定められた期間内に校正を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

19

事業の性質 任意の自治事務（定型） 　佐久市建設工事検査規程　第5条第3項

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

1,506 1,506

0.20 人 1,360

103 時間

164 183 563

時間 136

2,069

124

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

102 時間 136 102

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

1,648 1,689 2,069

0

1,648 1,689 2,069

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,648 1,689

財源合計

1,484

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

9,330 9,870

財源合計

3,740

0 0

9,330 9,870 11,570

0

9,330 9,870 11,570

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

11,570

0

0.55 人 3,768 0.55 人 3,768

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,768 3,768

0.55 人 3,740

0 時間

5,590 6,102 7,802

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法100条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

議員活動の補助・支援を行い議員活動を充実させることで、市民意見が市政に反映されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・議会の活性化・充実・強化、議員の資質向上のため、研修会の企画および議会図書室の充実（図書の
購入、PCの設置）を図る。
・議員の調査・研究を補助するため、政務活動費を交付するとともに、その使途の透明性の確保に努め
る。また、議員の参考資料とするため、議会史や会議録などを配布する。
・行政視察受け入れに対し、各課との受け入れ調整。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 議員活動支援事業 事務事業コード 7131-35

担　当 議会事務局 総務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

149,811 155,634

財源合計

2,380

0 0

149,811 155,634 155,635

0

149,811 155,634 155,635

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

155,635

0

0.35 人 2,398 0.35 人 2,398

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,398 2,398

0.35 人 2,380

0 時間

147,431 153,236 153,237

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法203条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

議員に報酬等を支給し、経済的に議員活動の充実が図られる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・議長、副議長及び議員に係る議員報酬及び議員期末手当の支給を行う。
・源泉所得税、住民税、その他の控除事務を行う。
・改選期等の異動処理を随時、行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 議員報酬等支給事業 事務事業コード 7131-36

担　当 議会事務局 総務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

23,931 34,187

財源合計

13,260

0 0

23,931 34,187 27,028

0

23,931 34,187 27,028

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

27,028

0

1.95 人 13,358 1.95 人 13,358

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

13,358 13,358

1.95 人 13,260

0 時間

10,671 20,829 13,670

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法96条、109条 他

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市議会基本条例、佐久市議会会議規則

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

議会運営事務を行い、議会審議の円滑で適正な運営が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・議会で必要となる各種資料を収集及び作成し、関係者に配布する。
・会議の日程調整、招集通知、資料作成、会場設営を行うとともに、関係機関との調整を行う。
・会議の傍聴の受付を行う。
・会議録調製事務を行う。
・議会本会議及び委員会の音声を録音し、音声反訳・会議録調製・製本を業者に委託して会議録を
　作成する。
・製本された会議録を議員及び関係機関に配布するとともに、ホームページ等で公表する。
・委員会等の行政視察研修に関する手配、随行を行う。
・議会に提出された通知等を受理する。
・委員会において参考人の出頭を求めた場合は、調整や手配を行う。
・議員の陳情活動するために日程等の調整および随行を行う。
・当初予算審査に分科会方式を導入し、より効率的かつ円滑な予算審査を支援する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 議会運営支援事業 事務事業コード 7131-37

担　当 議会事務局 総務・議事調査 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,717 7,997

財源合計

4,420

0 0

7,717 7,997 9,362

0

7,717 7,997 9,362

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

9,362

0

0.65 人 4,453 0.65 人 4,453

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,453 4,453

0.65 人 4,420

0 時間

3,297 3,544 4,909

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 佐久市議会基本条例6条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民が議会の活動内容・状況を知ることで、地方自治で議会が担っている役割や機能を理解している。
また市民から、議会が取り組む課題に対して積極的に意見等が寄せられる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・議会報（議会だより）を議会定例会毎年４回発行、全戸配布し、会議の状況を市民に広報するため、議
員による編集会議（広報広聴特別委員会）の開催手配、印刷製本業者の契約及び発注、シルバー人材
センターへの配送委託を行う。
・議会だよりは上記定例号の他に、必要がある場合は臨時号を発行する。
・議会ホームページを随時更新する。
・議員全体で開催する議会報告・意見交換会の会場確保、資料収集・印刷等開催準備を支援する。
・市民からの意見・要望を取りまとめ、資料を作成する。
・広報広聴特別委員会の視察研修に関する手配、随行を行う。（隔年実施）
・議会広報モニターへのアンケート及びモニター会議を実施し、広報に対する要望・意見を把握し、広報
の一層の充実を図る。
・ＹｏｕＴｕｂｅ議会チャンネルによる議員活動等の情報発信の支援をする。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 議会広報広聴事業 事務事業コード 7131-38

担　当 議会事務局 総務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

3,613 3,610

財源合計

1,360

0 0

3,613 3,610 3,919

0

3,613 3,610 3,919

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

3,919

0

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,370 1,370

0.20 人 1,360

0 時間

2,253 2,240 2,549

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 公職選挙法第５条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法第１８１条

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各種選挙が法令により適正に執行されるよう委員会を運営している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

月１回の定例会（４半期ごとに定時登録）を開催し、各種選挙の期日等を決定する。
上記定例会のうち、６月、９月、１２月、３月の定例会において有権者の登録（定時登録）を行う。
また、定例会では、市に関係する各種選挙の告示日及び選挙期日等を決定する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 選挙管理委員会運営事業 事務事業コード 7131-39

担　当 部 選挙管理委員会 課 選挙 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 政治・選挙に係る常時啓発事業 事務事業コード 7131-40

担　当 部 選挙管理委員会事務局 課 選挙 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民の政治や選挙に対する関心を高めることにより、投票率が向上している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市民向けの出前講座及び市民が選挙に興味を持てる内容の政治選挙講演会を開催する。
・学校及び若年層向けに出前講座を合わせた模擬投票を実施する。
・選挙時には、佐久市明るい選挙推進協議会を中心に街頭啓発を実施する。
・小中学校、高等学校に明るい選挙啓発ポスターの募集をし、入選作品の展示・表彰を行う。
・小中学校、高等学校等に、選挙啓発冊子を配布する。特に高校３年生には、卒業時に１８歳向けの啓
発冊子を配布する。
・成人式に選挙啓発冊子を配布する。
・市広報紙、ホームページに啓発記事を掲載する。
上記の事業について、選挙管理委員会、佐久市明るい選挙推進協議会と連携を図り実施していく。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 公職選挙法第6条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

2,740 2,740

0.45 人 3,060

0 時間

591 520 1,087

時間 0

3,827

0

0.40 人 2,740 0.40 人 2,740

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

3,651 3,260 3,827

0

3,651 3,260 3,827

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

3,651 3,260

財源合計

3,060

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 選挙の適正執行事業 事務事業コード 7131-41

担　当 部 選挙管理委員会 課 選挙 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各種選挙が、法令により適正に執行されるよう、準備及び啓発等が行われ適正な管理がなされている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　市議・市長選挙、国政選挙、県知事、県議会議員選挙等の準備や手続き、また、選挙違反や投開票事
務等に誤りがないよう、適正な管理執行を行う。
　選挙期日から逆算して、各種手続きの日程決定や会場の確保、職員の投開票分担や投票所、開票所
の必要物品の調達など、選挙に必要な各種準備を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 法定受託事務 公職選挙法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

16,270 12,415

1.65 人 11,220

3361 時間

97,372 94,577 43,638

時間 1,455

56,053

4,564

1.60 人 10,960 1.60 人 10,960

5382 時間 5,310 1324

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

99,816 45,122

28,312 11,031 10,931

84,844

113,156 110,847 56,053

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

113,156 110,847

財源合計

15,784

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

施策

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

監査委員事務局運営事業 7131-42

監査監査委員事務局 17

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

20,979 21,351

財源合計

17,888

0 0

20,979 21,351 22,519

0

20,979 21,351 22,519

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

22,519

1,568

2.40 人 16,440 2.40 人 16,440

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

18,379 18,379

2.40 人 16,320

1452 時間

3,091 2,972 4,140

時間 1,939

4 年度 令和 年度5

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

地方自治法第195条他

7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

1.市民の力が生きる地域社会の実現

3.行財政経営

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業管理等について、違法や不当がないか、又は最小
の経費で最大の効果を上げるよう処理されているか等の観点で監査、審査、検査等を行うことにより、公
平で合理的かつ効率的な市の行政経営がなされている。

・監査計画を策定し、定期監査、財政援助団体等監査、随時監査等を実施する。
・長から審査に付された一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算の審査を行い、意見を付す。
・毎月、例月出納検査を行い、現金と帳簿残高の確認等を行う。
・住民監査請求等の要求監査の対応を行う。

総合計画上の
位置付け

章

節

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 事務事業コード

担　当 部 係 事業開始年度 平成

年度

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 公平委員会運営事業 事務事業コード 7131-43

担　当 部 公平委員会 課 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

公平委員会は中立的な立場として存在し、市の職員は、利益の保護と公正な人事権の行使が保障され
ている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

不利益処分に対する審査請求並びに措置要求による公平審査の実施。
①不利益処分を受けた職員から審査請求があった場合、委員会が必要な調査・審査を行い、当該不利
益処分の承認、取消、修正、是正措置を指示する。
②措置要求においては、委員会の権限に属する事項は実施し、当局の権限に属する事は必要な勧告を
行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 人事委員会又は公平委員会の設置

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法第７条第３項

1,370 1,370

0.20 人 1,360

0 時間

123 83 494

時間 0

1,864

0

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

1,483 1,453 1,864

0

1,483 1,453 1,864

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,483 1,453

財源合計

1,360

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

16,000 16,116

財源合計

15,980

0 0

16,000 16,116 16,123

0

16,000 16,116 16,123

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

16,123

0

2.35 人 16,098 2.35 人 16,098

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

16,098 16,098

2.35 人 15,980

0 時間

20 18 25

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

健全な財政運営により、安定した行政サービスが提供される。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

財政運営の健全性を確保するために、予算編成において、行政評価システム、事業仕分けの考え方及
び外部評価の結果を有効に活用すること並びに現状を把握することなどにより、適切な予算配分とチェッ
ク・アドバイスをしながら正確な予算書を作成し公表する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 予算管理事業 事務事業コード 7132-1

担　当 総務 部 財政 課 財政 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

5,450,371 5,028,316

財源合計

6,460

65,598 65,598

5,384,773 4,962,718 5,401,661

65,598

5,450,371 5,028,316 5,467,259

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

5,467,259

0

0.95 人 6,508 0.95 人 6,508

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,508 6,508

0.95 人 6,460

0 時間

5,443,911 5,021,808 5,460,751

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

健全な財政運営により、安定した行政サービスが提供される。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

地方交付税算定のための、基礎数値の報告及び算出資料、算定概況書の作成・提出を行う。
地方債の発行は、交付税措置のある有利な起債事業を選択するとともに、財源の状況を見る中で、利率
の高いものを中心に計画的な繰上償還を実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 財源管理等事業 事務事業コード 7132-2

担　当 総務 部 財政 課 財政 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

5,459 5,498

財源合計

5,440

0 0

5,459 5,498 5,504

0

5,459 5,498 5,504

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

5,504

0

0.80 人 5,480 0.80 人 5,480

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

5,480 5,480

0.80 人 5,440

0 時間

19 18 24

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方財政法

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

財政状況を分析することにより、行政目的を効率的に達成することができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

地方財政状況調査（決算統計）として、毎年定期的に普通会計の歳入・歳出の決算状況を集計及び分
析し、所定の調査表を作成し報告する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 財政状況分析事業 事務事業コード 7132-3

担　当 総務 部 財政 課 財政 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 財政状況等の公表事業 事務事業コード 7132-4

担　当 総務 部 財政 課 財政 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

財政状況を分析することにより、行政目的を効率的に達成することができる。
財政指標などをわかりやすく公表することにより、市民が財政情報を入手することができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

前年度の下半期及び当該年度の上半期の予算執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金の現在
高や、前年度の決算状況を広報紙及びホームページで公表する。
普通会計の決算状況に基づく、財政健全化判断比率である財政指標を算定し、監査委員の審査、議会
への報告、公表を行う。
新地方公会計制度に基づく財務諸表を作成し、議会への報告並びに広報し広報紙及びホームページで
公表する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

6,165 6,165

0.90 人 6,120

0 時間

7,226 5,680 6,024

時間 0

12,189

0

0.90 人 6,165 0.90 人 6,165

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

13,346 11,845 12,189

0

13,346 11,845 12,189

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

13,346 11,845

財源合計

6,120

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

110,795 41,915

財源合計

8,254

33,555 16,247

31,307 8,360 35,807

79,488

110,795 41,915 52,054

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

52,054

434

1.15 人 7,878 1.15 人 7,878

362 時間 482 362

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

8,360 8,360

1.15 人 7,820

362 時間

102,541 33,555 43,694

時間 482

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営
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事業の性質 義務的自治事務（不定型） 地方財政法第８条

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　公有財産は良好な状態を保ちながら、可能なものについては貸付や売却処分等を進め効率的な運用
を行う。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・公有財産は公用又は公共用に使用している「行政財産」と行政財産以外の「普通財産」に区分され、と
もに「固定資産管理台帳システム」で管理する。
・行政財産は余裕スペースを有償で貸付するなど活用を図る。
・普通財産は未利用地等の状況を把握し貸付や売却処分など効率的な運用を行う。
・売却処分は市内向けの競争入札等に付し、応札が無い場合はインターネット公売により購入希望者の
窓口を広げる。
・公有財産を良好な状態に保つため除草など適正な維持管理を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 公有財産管理事業 事務事業コード 7132-5

担　当 総務 部 財政 課 管財 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

115

130

88.46

単位

113

130 130

令和 3 令和 5 年度

令和 4

未利用地の有効活用
（使用許可を含む）

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

19,000 19,000

86.92

17,390

19,000

・売却予定の市有地情報を市ホームページに掲載した。
・未利用地や長期貸付等で売却可能な物件を１８件売却した。（令和３年度は１６件売却）
・公有財産を一括管理する「固定資産管理台帳システム」で財産の更新を行った。
・普通財産の除草など維持管理を行った。

・公有財産の貸付や売却処分については法令等により規定されているため、市の関与が必
要である。

91.53 90.87

目標

実績

17,265

今後の
取組方針

・引き続き未利用地の状況を把握し貸付や売却処分など効率的な運用に努める。
・引き続き未利用地は、良好な状態を保つため維持管理に努める。

単位

千円
実績

目標

事業の
課題

・貸付や売却処分等は公有財産の立地条件が影響している。
・短期間での貸付案件は突発的なものなので、年度によって増減のバラつきが発生する。
・未利用地は良好な状態を保つため維持管理が必要であるが、全て細部まで管理することは困難である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

貸付収入
（使用許可を含む）

～令和 年度 令和 年度

・借受者の高齢化や死亡に伴う土地の返却があったため目標数値を下回った。
・貸付や売却処分の問合せについて迅速に対応できた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

166,747 159,620

財源合計

8,034

61,199 55,335

143,719 98,421 185,001

23,028

166,747 159,620 240,336

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

240,336

894

1.05 人 7,193 1.05 人 7,193

745 時間 991 745

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

8,184 8,184

1.05 人 7,140

745 時間

158,713 151,436 232,152

時間 991

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり
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事業の性質 義務的自治事務（不定型） 電気事業法、消防法、建築基準法、建築物衛生法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常 佐久市庁舎管理規則

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　庁舎は利用者が快適に利用でき、また職員の業務が円滑に行われるため、コストの軽減を図りながら
維持管理を行う。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・庁舎等の機能を維持するため適正な管理を行う。
・維持管理に必要な設備の保守点検業務等を実施する。
　【保守点検業務】電気工作物点検、消防設備保守点検、空調設備点検、執務環境測定、水質検査等
　【保守管理業務】空気清浄機メンテナンス、庭園保守管理、電話交換設備保守管理、エレベーター保
　　　　　　　　　　　　守管理、自動ドア保守管理等
　【その他業務】汚泥引抜、飲料水貯水槽清掃、庁舎清掃業務、庁舎等防除消毒等
・計画的に庁舎等の施設を整備する。（空調設備更新、水回り修繕等）
・職員に対し不要な照明の消灯の励行等、コスト削減のための啓発、指導を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 庁舎維持管理事業 事務事業コード 7132-6

担　当 総務 部 財政 課 管財 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

100

100

100

単位

100

100 100

令和 3 令和 5 年度

令和 4

庁舎改修工事の進捗
率

％ 達成率

％

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

833,000 833,000

100

725,515

833,000

・維持管理に必要な設備の保守点検等業務を実施した。
・公共施設の照明機器刷新のため３４施設の調査を行った。
・議会棟会派室間仕切り変更及び２階廊下の内装工事を行った。
・空調機の一部をリースにより更新した。
・漏水等突発的な設備の不具合に対応した。
・本庁舎や支所の男子トイレにサニタリーボックスを設置した。

・庁舎は公用に使用している行政財産のため市の関与が必要である。

114.8 116.9

目標

実績

712,627

今後の
取組方針

・利用者の目線で利用しやすく効率的、経済的な整備を進める。
・光熱水費の縮減について、使用者である職員の意識を高めるよう努める。
・照明機器のＬＥＤ化の推進による公共施設の二酸化炭素排出量を削減する。
・老朽化が進む庁舎において、緊急性、安全性、費用面など考慮し計画的な改修を行う。

単位

kh
実績

目標

事業の
課題

・光熱水費等の料金上昇により一層の節減対策が必要である。
・修繕や改修が必要な箇所を的確かつ早急に把握し計画的に整備する必要がある。
・経年が起因の不具合が頻発し、対応に苦慮している。
・佐久市気候非常事態宣言や市環境基本計画を踏まえ、公共施設の二酸化炭素排出量の削減を図る取
組が急務である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

電気使用量

～令和 年度 令和 年度

・公共施設のＬＥＤ化推進のため施設の調査業務を実施した。
・庁舎の維持に係る修繕や不測に発生した不具合に随時対応した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 公用車維持・運行管理事業 事務事業コード 7132-7

担　当 総務 部 財政 課 管財 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　公用車両は職員が円滑に職務を遂行できるよう配車（貸出）し、安全に運転できるよう適正に管理する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・職員が安全に運転できるよう常に車両の状態を把握し、必要に応じた修繕や整備等（メンテナンスや夏
冬タイヤ交換等）を行う。
・職員へ運行前点検の励行や公用車両運転日誌への記載を徹底させるなど早期の不良箇所等の発見
に努め事故防止を行う。
・年式が古い車両や長距離運行している車両は計画的に更新する。
・市有バス３台の運行管理業務は民間事業者へ委託する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現
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17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路輸送車両法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常 佐久市公用車両安全運転管理規程

5,364 5,364

0.50 人 3,400

1458 時間

21,166 22,943 37,641

時間 1,939

43,005

1,750

0.50 人 3,425 0.50 人 3,425

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

289 216

26,316 28,018 42,789

0

26,316 28,307 43,005

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

26,316 28,307

財源合計

5,150

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

・共用車両定期点検等は、車両点検計画どおり実施した。
・共用車両の台数が十分でないため新たに２台購入した。
・佐久警察署交通課長による職員交通安全講習会を開催した。
・共用車両による事故件数は昨年度と同数（１８件）であった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・職員の安全運転意識の浸透、向上を図るため、交通安全講習会の内容の充実に努める。
・年式が古い車両や長距離運行している車両は計画的に更新していく。
・市有バス３台の運行管理業務は、引き続き民間委託していく。
・２０５０年までの温室効果ガス排出量実質ゼロに向けて、今後の環境整備に合わせた、より環境負荷の
少ない車両への更新を目指していく。

単位

台
実績

目標

事業の
課題

・交通安全講習会の内容を充実させるなど、職員の安全運転意識の浸透、向上を図り、事故を減少させる
必要がある。
・市有バス３台の運行管理業務は受託者であるバス業界の運転手不足や運転手の高齢化が課題である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

故障車両台数

～令和 年度 令和

・公用車両は市有財産であるため市の関与が必要である。

100 100

目標

実績

0

0 0

100

0

0

・共用車両の定期点検等を実施した。（車検４２台、１２ヶ月点検２５台、６ヶ月点検２台）
・共用車両を２台（箱バン２台）購入した。
・市有バス３台の運行管理業務を民間事業者へ委託した。
・佐久警察署交通課長による職員交通安全講習会を開催した。
・車両を必要とする部署へ所管替えを行った。

令和 4

車両の更新

％ 達成率

台

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

3

100

単位

2

2 2

令和 3 令和 5 年度

3



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市税賦課事業 事務事業コード 7132-8

担　当 総務 部 税務 課 市民税 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

地方税法に基づいた公平・適正な課税を行うことにより、市民の納税に対する理解を得て、健全な財政
運営のための自主財源を確保する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

1.個人市民税賦課事務
・給与支払報告書等の各種報告・申告書の情報を基に内容を精査し、市民税を賦課決定する。
・賦課決定後、特別徴収義務者及び個人に対し税額の通知と、納付書等を交付する。
・確定申告期間に市役所、臼田、浅科、望月支所及び佐久地区会場において申告相談を実施する。
未申告者に対し、市県民税申告書を送付するほか、扶養親族等の不明者について調査を行う。
特別徴収から普通徴収への変更や修正申告等に対し、随時税額を更正・決定し、本人等へ通知する。
2.法人市民税賦課事務
・各法人の申告期限に併せて確定、予定、中間等の申告書を送付する。
・申告書の受付、精査、納付額の調定処理を行う。
・市内に設立、事業所設置及び廃止等の法人からの届出書の処理、未申告法人の調査を行う。
3.市たばこ税賦課事務
たばこ卸売業者等から、前1ヵ月分のたばこ販売本数及び納付税額等を計算した申告書を受領し、調定処理を行
う。
4.軽自動車税賦課事務
・長野県市長会、個人等から提出される軽自動車税申告書を精査し、登録・廃車等の処理を行う。
・軽三輪、軽四輪車は経年車重課税及びグリーン化特例（軽課）の該当車両について、
　地方公共団体情報システム機構から検査情報等の提供を受け適正な課税を行う。
・賦課期日の4月1日現在の所有者を確定し、車種の税率に応じ賦課決定、通知し、納付書を交付する。
5.入湯税賦課事務
・鉱泉浴場の経営者の申告に基づき、賦課決定・調定処理を行い、納付書を交付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市税条例

60,152 61,602

7.75 人 52,700

6966 時間

43,671 47,037 62,583

時間 8,514

124,185

7,780

7.75 人 53,088 7.75 人 53,088

6670 時間 7,064 7284

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

68,237 61,949

46,421 38,952 62,236

57,730

104,151 107,189 124,185

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

104,151 107,189

財源合計

60,480

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

10,719 11,011

財源合計

10,599

122 124

10,599 10,889 10,889

120

10,719 11,011 11,013

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

11,013

2,099

1.25 人 8,563 1.25 人 8,563

1749 時間 2,326 1749

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,889 10,889

1.25 人 8,500

1749 時間

120 122 124

時間 2,326

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市税条例

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

必要な市民サービスとして、税関係の証明書を交付する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・納税義務者等の申請により所得証明書（約７,000件）、課税証明書（約3,000件）、営業証明書（約５0件）
を交付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市県民税関係証明書等発行事業 事務事業コード 7132-9

担　当 総務 部 税務 課 市民税 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 固定資産評価審査委員会運営事業 事務事業コード 7132-10

担　当 部 選挙管理委員会事務局 課 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

固定資産課税台帳に登録された価格が適正かどうか審査することにより、公平公正な課税が行われ、
市民の固定資産税に対する信頼を得られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

固定資産課税台帳に登録された価格に不服がある方からの審査申出を受け、固定資産評価審査委員
会を開催し、固定資産の価格に係る不服に対して審査・決定を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法第４２３条他

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法第１８０条の５他

1,370 1,370

0.10 人 680

0 時間

155 116 388

時間 0

1,758

0

0.20 人 1,370 0.20 人 1,370

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

835 1,486 1,758

0

835 1,486 1,758

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

835 1,486

財源合計

680

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 課税客体評価事業 事務事業コード 7132-11

担　当 総務 部 税務 課 資産税 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

課税客体の把握及び価格評価を適正に行うことにより、公平な課税に反映する。また、納税者の税に対
する理解を深める。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・不動産鑑定士による土地鑑定等を基に土地の単価を設定。また登記済通知書、農地転用許可、航空
写真を利用した土地の現況調査等により土地評価事務を行う。
・登記済通知書、家屋異動判読調書、巡回等により新増築家屋を把握し家屋評価を行う。
・償却資産の制度について、広報等で周知を図るとともに、既存事業者及び新規開業事業者へ通知をす
ることにより、適正な申告を受け償却資産の評価を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 固定資産評価基準

45,210 45,210

6.60 人 44,880

0 時間

50,649 72,463 48,009

時間 0

93,219

0

6.60 人 45,210 6.60 人 45,210

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,781 1,408

93,503 115,892 91,811

2,026

95,529 117,673 93,219

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

95,529 117,673

財源合計

44,880

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

44,993 44,612

財源合計

19,650

954 564

43,937 43,658 47,801

1,056

44,993 44,612 48,365

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

48,365

1,970

2.50 人 17,125 2.50 人 17,125

1642 時間 2,184 1642

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

19,309 19,309

2.60 人 17,680

1642 時間

25,343 25,303 29,056

時間 2,184

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市税条例

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

法令等に基づき適正な課税を行い、市の収入を確保する。また、納税者の課税内容に対する理解を深
める。

・電算システム会社へ税額計算、納税通知書の作成及び封入封緘等を委託する。
・電算システム会社より納品された納税通知書から、作成時点後の異動等のあったものを引き抜き、差
し替えを行い郵送する。
・納税通知書発送後、納税者からの課税に関する問い合わせに対し説明を行う。

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 固定資産税・都市計画税等賦課事業 事務事業コード 7132-12

担　当 総務 部 税務 課 資産税 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

9,407 8,671

財源合計

4,208

48 41

9,359 8,623 15,213

48

9,407 8,671 15,254

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

15,254

1,148

0.45 人 3,083 0.45 人 3,083

957 時間 1,273 957

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,356 4,356

0.45 人 3,060

957 時間

5,199 4,315 10,898

時間 1,273

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

地籍図の管理等を行うことにより、市民が土地に関する正確な情報を得ることが可能となり、資産管理
の利便性の向上が図られる。

・法務局から登記済通知書の提供を受け、地番図の情報を修正する。
・市民からの申請により、地籍管理システムにより閲覧及び地籍図写しの交付を行う。
・国土調査の完了していない地域は、旧図（巻図）により、閲覧及び旧図の写しの交付を行う。
・土地台帳の閲覧申請があった場合は、申請箇所のバインダー綴りにより閲覧を行う。

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 地籍図管理・発行事業 事務事業コード 7132-13

担　当 総務 部 税務 課 資産税 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

9,464 10,237

財源合計

9,344

122 124

9,344 10,115 10,115

120

9,464 10,237 10,239

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

10,239

164

1.45 人 9,933 1.45 人 9,933

137 時間 182 137

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,115 10,115

1.35 人 9,180

137 時間

120 122 124

時間 182

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

税関係の証明書を発行することにより、市民が必要なサービスを受けている。

市民が各種申請行為を行う時、必要な税関係の証明書を発行する。
・評価証明書
・登載証明書
・住宅用家屋証明書
・公課証明書
・税額証明書
・評価通知書
・資産証明書
・被収用不動産等証明書
・固定資産課税台帳の閲覧・写しの交付
・固定資産課税台帳記載事項証明書

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 固定資産税関係証明書等発行事業 事務事業コード 7132-14

担　当 総務 部 税務 課 資産税 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 収納管理業務 事務事業コード 7132－15

担　当 総務 部 収税 課 管理 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

納期限内の収納確保を図るとともに、　財務会計、収納管理システムの整合性を図ることで、収納管理
が的確に行われ円滑に事務が進められている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・収納データの消込、過誤納金の還付・充当業務を行う。
・督促状を発送する。
・窓口における収納の対応を行う。
・収納データ（還付・充当によるデータ異動）と財務会計の収納額の整合性を図る。
・個人住民税のうち、県民税をあん分により県へ支払う手続きを行う。
・口座振替の推進を行う。
・口座振替の登録、依頼・要望等への対応を行う。
・定期及び再振替の口座振替データを作成し、各金融機関に引き落しの依頼を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

23,472 23,472

2.40 人 16,320

1235 時間

32,117 58,285 48,042

時間 1,552

71,514

1,482

3.20 人 21,920 3.20 人 21,920

1167 時間 1,552 1167

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

31,929 28,600

32,206 49,828 42,914

17,713

49,919 81,757 71,514

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

49,919 81,757

財源合計

17,802

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

口座振替申込件数、口座振替率ともに目標を達成した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

口座振替推進のため、納税通知書へ案内文を同封したり、市広報誌に掲載するなどして、口座振替の利
便性の周知を今後も行っていく。また納付書にQRコードを付し、指定金融機関等に限らず他の金融機関窓
口での納税、クレジットによる納税が可能となった旨の周知も図っていく。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

・口座振替の申込件数が伸び悩む一方、コンビニエンスストアでの納付件数は増加している。納税環境の
変化により、口座振替の推進のみならず、納税者の利便性と収納率向上に繋がる収納方法について調
査・検討が必要である。

事業の
方向性

拡充 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

口座振替率（調定件
数に対する口座振替

率）

～令和 年度 令和

個人情報保護の観点から市が実施する必要がある。

93.90 104.68

目標

実績

52.34

50.00 50.00

100.68

46.95

50.00

収納データの消込処理、過誤納金の還付・充当処理、窓口収納対応、納税証明書発行、口座振替依頼
書の登録。未納者へ督促状の発送、各税・料金の定期口座振替・再振替を各金融機関へ依頼、税の口
座振替結果分の消込処理。口座振替の推進を行い口座の登録、また要望への対応を行う。収納データ
について、財務会計と収納管理システムの整合性を図る。市県民税徴収分の県民税分の報告書作成提
出及び支払いを毎月行う。

令和 4

口座振替申込件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

2,800

103.46

単位

2,920

2,900 2,900

令和 3 令和 5 年度

2,897



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,862 6,623

財源合計

4,340

674 510

4,033 5,949 6,157

829

4,862 6,623 6,667

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

6,667

260

0.80 人 5,480 0.80 人 5,480

291 時間 387 291

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

5,867 5,867

0.60 人 4,080

217 時間

522 756 800

時間 387

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

納税関係証明書の発行により、市民が必要とするサービスを受けることができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・窓口、郵送による申請受付分の、市税納税証明書の交付。また、軽自動車税口座振替分の納税証明
書の発送、国民健康保険税年間納付額証明書の発送。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 納税関係証明書発行事業 事務事業コード 7132-16

担　当 総務 部 収税 課 管理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 滞納整理事業 事務事業コード 7132-17

担　当 総務 部 収税 課 収税 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

収納率を向上させ、自主財源を確保する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・催告書や電話等による納税勧告及び納税相談の実施。
・納税誓約書による分割納付の実施。
・財産調査により、不動産や動産、給与や預貯金等の差押を実施。
・差押えた物件のインターネット公売の実施。
・長野県地方税滞納整理機構への高額滞納者移管（年間５０件）を実施。
・長野県東信県税事務所と連携し、滞納整理を実施。
・徴収困難な滞納者の徴収猶予や執行停止等の処理を実施。
・佐久市LINE公式アカウントにて納期限通知を実施。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 国税徴収法、地方税法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

58,678 58,678

8.00 人 54,400

3078 時間

10,810 13,337 13,830

時間 3,878

72,508

3,871

8.00 人 54,800 8.00 人 54,800

2916 時間 3,878 2916

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

68,795 61,790

14,081 3,220 10,718

55,000

69,081 72,015 72,508

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

69,081 72,015

財源合計

58,271

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

令和５年３月３１日現在、徴収率の目標は達成。しかしながら、差押件数は、目標に対し未達成。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・現年度徴収率の向上のため、専任徴収員を活用した早期の未納案件への着手。

・収入未済額累計の減少のため、徹底した財産調査による滞納処分や長野県にて設置した長野県地方税
滞納整理機構へ高額滞納者や徴収困難な案件を引き続き移管。

・県、市町村アカデミーや東京税務協会等が開催する研修等に参加し、専門知識の向上とスキルの習得を
図る。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

全ての案件に対し、調査や折衝、滞納処分等を実施するため、人員や方策等を工夫する必要がある。
徴税吏員ではなくても行える催告等の発送業務や電話催告業務（コールセンター）を民間委託する手法も
ある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

徴収率

～令和 年度 令和

地方税法により、滞納処分の権限は市の徴税吏員に与えられているため、市が実施する必
要がある。

101.19 101.31

目標

実績

95.23

94.00 94.00

52.50

95.12

94.00

・滞納者に対し、文書や電話、訪問による納税催告、来庁や電話による納税相談を実施した。
・納期までに納税されない滞納者や分割納付不履行者の財産調査を実施し、差押を行った。
・長野県地方税滞納整理機構への高額滞納者移管（年間５０件）を実施した。
・長野県東信県税事務所と連携し、滞納整理を実施した。
・財産や生活状況等を詳細に調査し、明らかに徴収困難と認められる案件について、執行停止処理を
行った。

令和 4

差押件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

1,000

52.30

単位

525

1,000 1,000

令和 3 令和 5 年度

523



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田税関係窓口事業 事務事業コード 7132-18

担　当 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

税関係証明書等の発行、市税・各種料金収納の窓口として、市民が必要なサービスを受けられる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

市民等が、各種申請を行う時に必要な税関係の証明書（以下のとおり）を発行する。
市民税　：　所得証明書、児童手当用所得証明書、市・県民税課税証明書、所得・課税証明書、営業
証明書など
固定資産税　：　評価証明書、登載証明書、住宅用家屋証明書、公課証明書、税額証明書、課税証
明書、営業証明書、課税台帳の写し、評価通知書、資産証明書など
軽自動車税　：　納税証明書
収納　：　納税証明書
軽自動車関連の手続き
市税等各種料金の収納及び口座振替手続き
市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税等）に関する問い合わせ等への対応

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

総務部

人 9,180

654 時間

0 0 0

時間 870

10,118

785

1.35 人 9,248 1.35 人 9,248

654 時間 870 654

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

9,965 10,118 10,118

0

9,965 10,118 10,118

特定財源（国・県支出金等）

一般財源
財源
内訳

財源合計

事業費

臼田支所 総務税務係

コ
ス
ト

9,965 10,118

9,965 10,118 10,118

1.35

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科税関係窓口事業 事務事業コード 7132-19

担　当 総務 部 浅科支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　税関係の証明書を発行することにより、市民が必要なサービスが受けられる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・納税義務者等の申請による各種証明書を発行する。
  資産税関係は、評価証明書、評価通知書、課税台帳（名寄帳）の写し、公図等の発行をする。
  市民税関係は、所得証明書、課税証明書、営業証明書等を発行する。
  軽自動車関係は、登録、廃車、名義変更、標識取替え、減免申請、課税保留の受付事務をする。
・その他の税では、法人税、入湯税に関する書類の収受を行う。
・納入事務にあっては、市税、保険料の税関係のほか、使用料、保育料等の市で取り扱っている各種料
金の窓口収納、口座引き落としの推進を図っている。
・市税に関する問い合わせ等への対応を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

5,480 5,480

0.80 人 5,440

0 時間

0 0 0

時間 0

5,480

0

0.80 人 5,480 0.80 人 5,480

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,440 5,480 5,480

0

5,440 5,480 5,480

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,440 5,480

財源合計

5,440

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

5,483 5,733

財源合計

5,483

0 0

5,483 5,733 5,733

0

5,483 5,733 5,733

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

5,733

2,083

0.50 人 3,425 0.50 人 3,425

1736 時間 2,308 1736

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

5,733 5,733

0.50 人 3,400

1736 時間

0 0 0

時間 2,308

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

税関係の証明書の発行、窓口収納の取扱いにより、市民は必要なサービスが受けられる。

・納税義務者等の申請による、各種証明書を発行する。
・資産税関係にあっては、評価証明書、評価通知書、課税台帳（名寄帳）の写し、公図等を発行する。
・市民税関係にあっては、所得証明書、課税証明書、営業証明書等を発行する。
・軽自動車関係にあっては、登録、廃車、名義変更、標識取替え、減免申請、課税保留の受付事務を行
う。
・法人税、入湯税に関する申告書等の収受を行う。
・市で取り扱う市税、保険料、使用料、保育料等の収税・収納業務を行い、口座振替の推進を図る。
・納税証明書、軽自動車税納税証明書を発行する。

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月税関係窓口業務 事務事業コード 7132-20

担　当 総務 部 望月支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,553 4,601

財源合計

4,420

0 0

4,553 4,601 4,593

0

4,553 4,601 4,593

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

4,593

0

0.65 人 4,453 0.65 人 4,453

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,453 4,453

0.65 人 4,420

0 時間

133 148 140

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法施行令

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　例月及び一会計年度の歳入歳出の執行結果を明確にすることにより、事業の効果的な執行及び財政
の効率的な運用がされている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・毎月歳入歳出執行状況を収支月計表等にまとめ、例月検査を受検する。
・一会計年度の歳入・歳出の実績である決算書を調製し、市長へ提出する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 例月検査・決算調製事業 事務事業コード 7132-21

担　当 会計 局 会計 課 経理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

20,850 22,267

財源合計

8,210

0 0

20,850 22,267 25,705

0

20,850 22,267 25,705

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

25,705

1,750

0.95 人 6,508 0.95 人 6,508

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

8,447 8,447

0.95 人 6,460

1458 時間

12,640 13,820 17,258

時間 1,939

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法施行令

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　収入金額と支出金額を的確に把握し、支出に支障のないようにすることにより、行政サービスが向上し
ている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・指定金融機関から送付される納入済通知書等から収入明細表を作成し、担当課に納入済通知書等を
回付する。
・支払は小切手を振り出し、あるいは払戻請求書を作成し、指定金融機関へ送付する。
・当月の収支予定について、前月末までに各課から報告を受け、資金計画表を作成し、資金需要の把握
を行う。変更がある時は、収支予定の変更届を提出してもらう。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 出納管理 事務事業コード 7132-22

担　当 会計 局 会計 課 経理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

3,048 3,027

財源合計

2,720

0 0

3,048 3,027 3,026

0

3,048 3,027 3,026

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

3,026

0

0.40 人 2,740 0.40 人 2,740

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,740 2,740

0.40 人 2,720

0 時間

328 287 286

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 地方自治法施行令

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　公金が安全に管理されているとともに、有効な運用がなされている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・会計管理者が管理する公金（歳計現金・歳入歳出外現金・基金）について、最も確実、かつ有利な方法
により管理運用するため、年２回佐久市公金管理審査委員会を開催する。
・佐久市公金管理審査委員会は、佐久市公金管理運用基本方針に基づき、金融機関の経営状況の審
査、各金融機関ごとの定期預金預入額、その他有利な金融商品の選択等について審議する。
・佐久市公金管理審査委員会の構成は、会計管理者が委員長を務め、総務部長他１１名が委員を務め
る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 公金管理 事務事業コード 7132-23

担　当 会計 局 会計 課 経理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 会計審査支払事務 事務事業コード 7132-24

担　当 会計 局 会計 課 審査 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　適正な審査支払事務を行うことにより、適正に予算が執行されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・支出負担行為（支出の原因となるべき契約その他の行為）のうち、佐久市財務規則に該当する決定額
及び事案の内容により事前審査を行い、その内容が法令又は予算の定めるところに従い、歳出予算の
範囲内であるか確認を行う。
・契約、協定の締結時や補助金の決定時など、適切な時期に支出負担行為決議書が起票されるよう徹
底させる。（財務規則別表第3による）
・支出負担行為決議書の確認後債権者へ支払いを行うため、支出命令書及びそれに伴う必要な書類等
が適正か審査を行う。
・審査後指定された支払方法により支払処理を行い、支払い後の証拠書類は整理し管理を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方自治法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 佐久市財務規則

22,489 22,489

3.00 人 20,400

1458 時間

430 1,379 649

時間 1,939

23,138

1,750

3.00 人 20,550 3.00 人 20,550

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

22,580 23,868 23,138

0

22,580 23,868 23,138

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

22,580 23,868

財源合計

22,150

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 コスト縮減対策事業 事務事業コード 7132-25

担　当 会計 局 会計 課 検査 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

公共工事のコスト縮減を図り、良質な道路や公共施設等を効率的に整備・維持することにより、事業の
効果的な執行及び財政の効率的な運用がされている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・コスト縮減を推進するため取組方法の検討会議を開催する。
・行過ぎた工事コスト縮減は品質の低下を招く恐れもあることから、工事コスト縮減と品質確保を両立さ
せるための検討会議を運営し、そのための情報収集と資料作成を行う。

※「佐久市公共工事コスト縮減対策行動計画策定会議規程」により、H30.5.29に「佐久市公共工事コスト
縮減対策委員会」を開催した際、コスト縮減意識が職員に浸透し一定の成果が得られていることから、今
後の会議及び調査は行わないこととなった。今後は、毎年年度初めにコスト縮減について継続して取り
組むよう通知する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

19

事業の性質 任意の自治事務（定型） 　佐久市公共工事コスト縮減対策行動計画策定会議規程

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 　佐久市公共事業コスト構造改善プログラム

744 744

0.10 人 680

44 時間

0 0 0

時間 59

744

53

0.10 人 685 0.10 人 685

44 時間 59 44

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

733 744 744

0

733 744 744

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

733 744

財源合計

733

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科支所整備事業 事務事業コード 7132-26

担　当 総務 部 浅科支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　複合化することで、有効的な利用及び施設量の適正化を図り、地域活動の拠点としての機能を強化
し、地域コミュニティの形成を促進する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　浅科地区の中心部にある浅科支所、浅科会館及び浅科福祉センターの３施設は、昭和４５年から昭和
５５年に建築され、旧耐震基準で早急な老朽化対策及び耐震改修等が必要であったことから、区長会の
要望や「佐久市公共施設等総合管理計画」の基本方針等を踏まえ、３つの公共施設を機能集約した複
合施設を整備した。
　既存の施設については、老朽化が進み、維持補修費がかさむことから、新施設への移転後、解体工事
を予定している。
　令和３年度は、旧浅科支所庁舎の解体工事と駐車場整備工事を行う。
  令和４年度は、周辺道路の改良工事と浅科福祉センターの解体工事を行う。
　令和５年度は、繰越となった浅科福祉センター解体工事を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

29

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

7,193 7,193

1.05 人 7,140

0 時間

133,934 25,440 38,275

時間 0

45,468

0

1.05 人 7,193 1.05 人 7,193

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

8,300 0

35,674 24,333 45,468

105,400

141,074 32,633 45,468

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

141,074 32,633

財源合計

7,140

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

繰越となっていた道路改良工事については、期限内に完了することが出来た。浅科福祉セ
ンター解体工事については、年内に発注することが出来たが、想定外のアスベスト含有建
材が確認されたことにより、令和５年度に繰越となったため現在進めている。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

期限内に事故なく工事が完了するよう、業者との連絡を密にし、進捗状況の把握、スケジュール管理を徹
底する。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

　　令和４年度は、繰越工事である道路改良と浅科福祉センターの解体工事を進めていたが、浅科福祉セ
ンター解体工事が繰越となってしまった。浅科支所複合施設整備事業の最後の工事であるため、期限内
に完了をする。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

整備事業の進捗率

～令和 年度 令和

市の施設であるため、市が整備主体となる必要がある。

100 100

目標

実績

40

40 100

70

100

40

40

・浅科支所複合施設建設工事を実施し令和３年２月に完成した。
　施設は、耐震性を有する鉄骨造２階建て、延べ床面積１７９７．３１㎡で、支所事務所に加え、地域活動
に必要な公民館機能のほか、JA佐久浅間の金融窓口機能を併せた多機能な施設です。
令和４年度の実施内容
・繰越となっていた道路改良工事が７月末完了、浅科福祉センター解体工事は、年内に発注することが
できたが、令和５年度に繰越となった。
　周辺道路の改良ができたことで、車道幅員が広くなり、利用者及び浅科地区住民の利便性が向上し
た。

令和 4

複合施設整備

％ 達成率

ヶ所

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

1

100

単位

1

1 1

令和 3 令和 5 年度

70

1



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

0 69

財源合計

0

0 0

0 69 1,456

0

0 69 1,456

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,456

0

0.01 人 69 0.05 人 343

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

69 343

0.00 人 0

0 時間

0 0 1,113

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

4

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

佐久市内はもとより、全国のコンビニエンスストア等で、土日祝日、早朝、夜間でも所得証明書などの
各種証明書の取得ができることにより、市民の利便性の向上と市政の円滑な運営が図られる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

利用者証明用電子証明書が搭載されたマイナンバーカードを利用して、全国のコンビニエンスストア等に
設置されているキオスク端末（マルチコピー機）で、所得証明書などの証明書が取得できるサービスを行
う。

・サービス開始日：令和５年３月２４日

・サービス利用可能時間：６時３０分から２３時まで（システム休止日を除く）

・取得できる証明書：所得証明書、課税証明書、所得・課税証明書

・証明手数料：所得証明書、課税証明書　各１５０円（令和６年３月３１日まで）
　　　　　　　　　所得・課税証明書　３００円（令和６年３月３１日まで）
　　　　　　　　　最新年度のみ(過年度は交付不可）毎年６月１日更新

・利用可能店舗：セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、ミニストップ、セイコーマート、イオンリテール
　　　　　　　　　　　（イオン佐久平店等）、軽井沢役場庁舎内設置機、東御市役所庁舎内設置機
　　　　　　　　　　　※マルチコピー機が設置されている店舗のみ

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 証明書コンビニ交付事務 事務事業コード 7132-27

担　当 総務 部 税務 課 市民税 係 事業開始年度 令和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

単位

50

令和 3 令和 5 年度

令和 4

チラシ設置店舗数
（コンビニ、銀行、郵便
局ほか）

％ 達成率

店舗

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

3.0

コンビニでの証明書発行件数　１９件
（所得証明書10件、課税証明書2件、所得・課税証明書7件）

利用者本人がコンビニエンスストアに設置されたキオスク端末（マルチコピー機）の画面案
内に従い操作することで、市のコンピュータにコンビニから通信が届き、市が保有するデー
タPDF化した証明書がコンビニで自動交付される。人の手を介することなく自動交付される
ものだが、市の保有するデータを基に証明書が発行されることから、市が保有する個人情
報を保護する重要性に鑑み、市が実施すべきである。

目標

実績

今後の
取組方針

コンビニ交付サービスの利用促進を図るため、窓口での申請時や、広報紙、ホームページなど広報媒体に
よる周知やチラシ配布を行う。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

コンビニ交付サービスの周知を実施し利用件数の増加に努める。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

％ 達成率

成果指標

所得証明書等のコン
ビニ交付率（月平均）

～令和 年度 令和 年度

サービスの周知を図るため市民課と連携し、コンビニ等へのチラシ設置、広報紙やホーム
ページなどでコンビニ交付サービスの周知を実施していく。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員人事管理事業 事務事業コード 7133-1

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

適正な人事管理が実施されることにより、職員の意識の向上や組織の効率的な運営が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

職員の任用、退職、異動（職員配置）、昇格、賞罰等の事務を行うとともに、履歴を管理する。
職員の服務・勤務条件を管理する。
常勤職員の休暇休業に係る代替職員等として会計年度任用職員を任用する。
職員採用試験の問題集等の貸与及び採点・結果処理等を専門業者に委託している。
任用については、広報やホームページ、ハローワーク等により公募している。
国・県の法令等の状況から、市としての対応を定め、例規等の改正を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方公務員法第6条及び第17条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

11,645 11,645

1.70 人 11,560

0 時間

2,500 2,000 3,425

時間 0

15,070

0

1.70 人 11,645 1.70 人 11,645

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

14,060 13,645 15,070

0

14,060 13,645 15,070

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

14,060 13,645

財源合計

11,560

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員人事評価事業 事務事業コード 7133-2

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

一人ひとりの能力を評価して、人材を育てるとともに、評価者と被評価者のコミュニケーションが図られる
ことにより、職員の仕事に取り組む意識が高まり、職場が活性化している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・人材育成を主眼として、個々の職員に期待する行動や能力に比べて、実際の行動や能力の発揮度が
十分であったか評価する「能力評価」、個々の職員に期待する仕事に比べて、実際の仕事が十分であっ
たか評価する「業績評価」で構成する人事評価制度を運用する。
・評価結果を研修等の人材育成施策や給与等の処遇へ反映させる。
・評価者研修、新任昇格者研修、新規採用職員研修及び被評価者研修を実施する。
・人事評価の実施については、市が直接実施している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方公務員法第23条の2

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

3,425 3,425

0.50 人 3,400

0 時間

667 1,081 636

時間 0

4,061

0

0.50 人 3,425 0.50 人 3,425

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

4,067 4,506 4,061

0

4,067 4,506 4,061

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,067 4,506

財源合計

3,400

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

37,778 32,040

財源合計

14,960

0 0

37,778 32,040 34,805

0

37,778 32,040 34,805

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

34,805

0

2.20 人 15,070 2.20 人 15,070

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

15,070 15,070

2.20 人 14,960

0 時間

22,818 16,970 19,735

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方公務員法第25条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

労働の対価である給与が、特別職及び一般職職員に適正に支給されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・特別職及び一般職職員に係る給料・手当の支給と調整を行う。
・給与改定や休職等による減額、昇格による増額、扶養や住居等又は口座振込先等の異動を随時行
う。
・時間外勤務手当等の実績を集計し、支給する。
・源泉所得税や保険料等の給与控除事務を行う。
・年末調整事務を行い、源泉徴収票を発行する。
・給与の支給を人事給与システムで計算し行う。
・給与等を負担金で県・他自治体に支払うことにより、県・他自治体から職員派遣を受ける。
・人事院勧告等の状況に応じ、市としての対応を決定し、必要な例規の改正を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員給与支給事業 事務事業コード 7133-3

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

12,002 12,336

財源合計

3,400

225 220

11,732 12,111 22,141

270

12,002 12,336 22,361

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

22,361

0

0.50 人 3,425 0.50 人 3,425

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,425 3,425

0.50 人 3,400

0 時間

8,602 8,911 18,936

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 地方公務員法第39条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

人材育成により、職員は市の課題を理解し、解決する力を身につけている。また、育成された職員によ
り、組織の問題意識が共有され、組織全体として問題を解決することにより、健全な市政が実現してい
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・一般研修や専門研修、職場研修（ＯＪＴ）等の実施。
・職員研修は、他機関や民間事業者などが主催する一般・専門研修も利用している。派遣研修は県等へ
職員を派遣。
・職場研修としては、新規採用職員実務指導者制度を始め、人事評価制度を利用し、日々の業務の中で
研修している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員人材育成事業 事務事業コード 7133-4

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,978 5,014

財源合計

4,760

0 0

4,978 5,014 4,920

0

4,978 5,014 4,920

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

4,920

0

0.70 人 4,795 0.70 人 4,795

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,795 4,795

0.70 人 4,760

0 時間

218 219 125

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 地方公務員法第42条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市の職員が良質な労務の提供を行っている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・地方公務員法第42条に基づき、職員互助会の運営を通して、職員の健康管理（予防接種取りまとめ）、
元気回復（レクリエーション等）、給付金事業、クラブ活動助成、その他厚生に関する事項について、計画
及び実施を行う。
・会計年度任用職員については、加入する健康保険協会が実施する福利厚生事業に負担金として支出
する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員福利厚生事業 事務事業コード 7133-5

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 職員安全・健康・育児支援事業 事務事業コード 7133-6

担　当 総務 部 総務 課 人事 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

労務にあたるうえでの職員の安全が確保されるとともに、職員の心身の健康の保持増進が出来ている。
育児不安が軽減され、労務に専念できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・地方公務員法、労働安全衛生法及び結核予防法並びにこれらに基づく法令の規定に基づき、職員
　の安全衛生に関する事項を定め、佐久市統括安全衛生委員会を設置する。
・委員会にて職場安全衛生、防疫、定期健康診断、予防接種等の実施に関する重要事項を総合的に
　審査し実施する。特に労働災害防止のために、安全な職場環境づくりと安全衛生に対する意識を高
　める。
・医療機関による職員健診の実施により、健康状態を把握するとともに、共済組合を通し、保健指導
　等を実施し、健康の管理を図る。
・産業医を定めて、超過勤務等により心身に配慮が必要な職員との面談を実施する。
・ストレスの測定及び解析並びに個別カウンセリングを業務委託している。
・特定事業主行動計画に基づき作成した、育児支援等の情報パンフレットを配布することにより育児
　等への支援を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 労働安全衛生法、結核予防法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

6,850 6,850

1.00 人 6,800

0 時間

27,428 38,839 44,102

時間 0

50,952

0

1.00 人 6,850 1.00 人 6,850

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,638 5,148

31,566 39,051 45,804

2,662

34,228 45,689 50,952

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

34,228 45,689

財源合計

6,800

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 契約業務 事務事業コード 7134-1

担　当 企画 部 契約 課 契約 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が発注する建設工事等において、「透明性の確保」や「公正な競争の促進」、「不正行為の排除の徹
底」、「工事の適正な施工の確保」を基本原則として、公正・適正な入札及び契約事務を遂行することに
より、市民が市の入札と契約を信頼し、市民益が得られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市発注の１件70万円以上の建設工事（災害復旧工事は１件130万円以上）及び１件50万円以上の建設
工事に係る設計等の業務委託の入札及び契約事務
・設計額250万円を超える（随意契約は50万円以上の）入札・契約に係る発注予定及び入札・契約情報
の公表
・市発注工事等の入札参加者資格等について審議、決定する市建設工事等入札参加資格審査委員
会、市発注工事等の選定をする市・部建設工事請負人等選定委員会、入札制度に関して審議、決定す
る建設工事等入札制度検討委員会及び市発注工事等の入札に係る談合情報に的確に対処するための
市公正入札調査委員会に係る庶務を行い、各部署との入札、契約事務の総合調整を行う。
・地元企業優先発注を推進し、地元企業の育成及び地域経済の活性化を図る。
・電子入札の運用により、入札の透明性・競争性・公平性・利便性を追求する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

18,780 18,780

2.60 人 17,680

1066 時間

5,821 7,830 5,865

時間 970

24,645

1,279

2.60 人 17,810 2.60 人 17,810

729 時間 970 729

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

24,780 26,610 24,645

0

24,780 26,610 24,645

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

24,780 26,610

財源合計

18,959

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

12,863 12,515

財源合計

12,499

0 0

12,863 12,515 12,662

0

12,863 12,515 12,662

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

12,662

1,279

1.65 人 11,303 1.65 人 11,303

729 時間 970 729

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

12,273 12,273

1.65 人 11,220

1066 時間

364 242 389

時間 970

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 3.行財政経営

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　市が発注する物品等の購入における競争性の確保により、公平かつ適正で効率的な公共調達事務が
執行されることにより、市民益が得られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・購入希望課の依頼に基づき、１件５万円以上の物品及びすべての印刷物を競争入札等により購入す
る。
・物品調達基金により、共通品目の一括購入及び物品管理（貯蔵物品）と定期的な払出しを行う。
・予定価格５０万円以上の物品の購入、製造、委託等に係る入札・契約情報を公表する。
・物品等の入札（見積）参加等を審議・決定する市重要物品購入審査委員会に係る庶務を行う。
・各部署との入札（見積）契約事務の総合調整を行う。
・地元企業優先発注を推進し、地元企業の育成及び地域経済の活性化を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 物品等購入適正化・効率化事業 事務事業コード 7134-2

担　当 企画 部 契約 課 用度 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他


